
 

 

 

 

摂 津 市 議 会 

 

民生常任委員会記録 
 

 

 

平成２９年１１月１４日 

 

 

 

 

 

 

摂 津 市 議 会 
 



 

 

目       次 

 

民生常任委員会 

１１月１４日 

 

 会議日時、場所、出席委員、説明のため出席した者、出席した議会事務局 

 職員、審査案件--------------------------------------------------------------1 

 開会の宣告------------------------------------------------------------------3 

委員会記録署名委員の指名----------------------------------------------------3 

 認定第１号所管分の審査------------------------------------------------------3 

  質疑（村上英明委員） 

認定第６号の審査------------------------------------------------------------8 

  質疑（光好博幸委員、南野直司委員、弘豊委員、森西正委員） 

認定第３号の審査-----------------------------------------------------------12 

  補足説明（保健福祉部長） 

  質疑（光好博幸委員、南野直司委員、弘豊委員、森西正委員、村上英明委員） 

認定第８号の審査-----------------------------------------------------------34 

  質疑（南野直司委員、弘豊委員、森西正委員） 

認定第７号の審査-----------------------------------------------------------38 

  質疑（光好博幸委員、南野直司委員、弘豊委員、森西正委員） 

採決-----------------------------------------------------------------------59 

閉会の宣告-----------------------------------------------------------------59



 

 



 

 



－1－ 

民 生 常 任 委 員 会 記 録 

 

１．会議日時 

  平成２９年１１月１４日（火） 午前９時５９分 開会 

                 午後５時１４分 閉会 

１．場所 

  ３０１会議室 

 

１．出席委員 

  委 員 長 増 永 和 起  副委員長 村 上 英 明  委  員 南 野 直 司 

   委 員 弘   豊   委  員 森 西  正  委  員 光 好 博 幸 

 

１．欠席委員 

  なし 

 

１．説明のため出席した者 

  市 長 森 山 一 正         副市長 奥 村 良 夫   

市民生活部長 野 村 眞 二  同部理事 小林寿弘  

同部参事兼産業振興課長 池 上  彰 

自治振興課長 丹 羽 和 人  市民活動支援課長 船 寺 順 治 

市民課長 川 本 勝 也  文化スポーツ課長 妹 尾 紀 子 

農業委員会事務局長 辻  稔 秀 

  環境部長 山 田 雅 也  同部参事兼環境センター長 鈴 木 康 之 

環境政策課長 飯 野 祐 介  環境業務課長 三 浦 佳 明 

保健福祉部長 堤  守  同部理事 平 井 貴 志 

同部参事兼高齢介護課長 吉 田 量 治   

  保健福祉課長 有 場  隆  同課参事 川 口 敦 子 

  生活支援課長 大 西 健 一  障害福祉課 森 川  護    

  国保年金課長 安 田 信 吾 

 

１．出席した議会事務局職員 

  事務局長 藤 井 智 哉 同局書記 渡 部 真 也   同局書記 関  正 秀

１．審査案件（審査順） 

認定第１号 平成２８年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分 

認定第６号 平成２８年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計歳入歳出 

決算認定の件 

  認定第３号 平成２８年度摂津市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定の件 
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  認定第８号 平成２８年度摂津市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定の件 

認定第７号 平成２８年度摂津市介護保険特別会計歳入歳出決算認定の件 
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（午前９時５９分 開会） 

○増永和起委員長 ただいまから、民生常

任委員会を開会します。 

 本日の委員会記録署名委員は、光好委員

を指名します。 

 先日に引き続き、認定第１号所管分の審

査を行います。 

 質疑に入ります。 

 村上委員。 

○村上英明委員 それでは、きょうは３日

目ということでございますけれども、決算

書に基づいて質問させていただきたいな

というふうに思います。後にも先にも時間

の関係もございますので、これまでの委員

の質問は割愛しながら、また、要望もさせ

ていただきながら、要点を絞って質問させ

ていただきたいなというふうに思います。 

まず１点目なのですが、決算書の５０ペ

ージでございます。 

保健福祉課になると思いますけれども、

款１７、項１、目１、節１寄附金の部分で

ございます。１１５万円の寄附ということ

でございまして、これは平成２７年度と同

額ということであったかというふうに思

いますが、これはもともと保健センターか

らの特定寄附ということで１００万円あ

ったということで、残りの１５万円は一般

寄附ということに該当するのかなと思う

のですが、この総額の１１５万円について

の使用内容はどういう形で使用されたの

かということで、お尋ねをしたいなという

ふうに思います。 

続きまして、２番目なのですが、決算書

の５６ページでございます。 

款１９諸収入、項４雑入、目２雑入、節

１雑収入という中で、摂津ふれあいマラソ

ン参加料というのが決算書で５５万１，５

００円ということで計上されております

が、これは予算が９２万円だったというふ

うに思いますけれども、この差額について、

どういうふうに認識をされているのかと

いうことで、お尋ねをしたいと思います。 

３番目でございますが、決算書の１１４

ページでございます。 

款３民生費、項１社会福祉費、目１社会

福祉総務費で、節１９負担金、補助金及び

交付金という中でありますが、民生児童委

員協議会補助金ということで、民生委員の

部分につきましては過日も質問されたと

いうふうに思います。この中で、定数と委

嘱数ということでこの前はお聞きをした

かというふうに思いますが、その中で、民

生委員の男女別の人数と比率と、もう一つ

は、平均の受け持ち世帯数について、この

３つをまず一回目にお尋ねしたいなとい

うふうに思います。 

次に４番目でございますが、決算書の１

４６ページでございます。 

環境センター費という中で、節１１需要

費の修繕料が１億５，８３３万９，７０５

円ということで計上されて、これも過日の

委員会で質問されたというふうに思いま

すが、この部分については、要望というこ

とでさせていただきたいなと思いますが、

ほぼ毎年、１億５千万円を超えるような修

繕料をかけておられるという中で、これも

委員会でご指摘もございましたけれども、

これが１０年で１５億円等々になってく

るということもありますので、これまでの

委員会でも行いましたけれども、茨木市と

の共同運用といいますか、そういうものを

含めて、近いところのお金の部分で、長い

目で見れば、得をとってくるというが一番、

摂津市としてはいいことだろうなという

ふうに思いますし、これは毎年毎年１億５

千万円というのは本当に言葉は悪いので
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すが、消えていくというか、市民にとって

はゴミ処理の部分ではなくてはならない

部分ではあるのだけれども、お金をかけて

いる部分ではなかなか市民にとって目に

見えづらいという部分もございますので、

そういう意味では、しっかりと今後の展開

も含めて、折衝も含めて、お金の部分も含

めてしっかりとこれから進めていってい

ただくように、これは要望としてとどめて

おきたいというふうに思います。 

次の５点目でございますけれども、これ

はお聞きをしたいというふうに思います

が、決算書の１５２ページでございます。 

これも過日の委員会で質問されたとい

うふうに思いますが、目２商工振興費、節

１３委託料の部分で、通行量及び購買実態

調査委託料というのが計上されておりま

す。これは、今回、平成２８年度で５回目

の調査になるのかなというふうに思いま

すけれども、３年に１回という中で、３年

前と今回の調査の変化はどういうふうに

変化をしているのかということを担当課

としてどういうふうに認識をされている

のかということについて、１回目、お尋ね

したいなというふうに思います。 

１回目は以上でございます。 

○増永和起委員長 では、答弁を求めます。 

 有場課長。 

○有場保健福祉課長 それでは、保健福祉

課に係ります２点のご質問について、お答

えいたします。 

 まず、１点目の寄附金の件でございます。

決算書５０ページになります。 

 寄附金につきましては、１１５万円いた

だいておりますけれども、うち、１５万円

につきましては、手芸ボランティアグルー

プから、地域福祉を推進する取り組みに対

してのご寄附でございます。 

 もう１点は、保健センターからの寄附金

でございまして、こちらは１００万円いた

だいております。これにつきましては、平

成２５年度に保健センターが一般財団法

人に移行する際に従来の公益法人が税制

上の優遇などにより法人内部に留保した

財産を、本来の目的であります公益目的に

使用する必要が生じました。このことから、

保健センターにおきまして、年間１００万

円を１５年間にわたって摂津市に寄附す

るという計画書が策定されいまして、これ

に基づき、本市が寄附を受けているもので

ございます。 

 使用目的につきましては、特に指定はさ

れておりません。 

 もう１点のご質問ですけれども、決算書

１１４ページでございます。民生児童委員

協議会の件でございます。 

 まず、男女別でございますが、現在は１

３１名いらっしゃいまして、男性が２６名、

女性が１０５名となっております。比率で

申しますと、およそ２対８になろうかと思

います。受け持ち世帯につきましては、お

一人当たり大体２８０世帯から３００世

帯程度になっております。 

○増永和起委員長 妹尾課長。 

○妹尾文化スポーツ課長 それでは、村上

委員の文化スポーツ課に係りますご質問

にご答弁申し上げます。 

 決算書５６ページ、摂津ふれあいマラソ

ン参加料につきまして、当初予算が９２万

円の計上で、決算額のほうが５５万１，５

００円であると。この差額についてという

ことでございました。 

 予算のほうでは、見込みとしましては、

８６０人の有料参加申込者というのを見

込んで計上しておりましたが、実際、有料

参加申込者数といたしましては、平成２８
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年度は４８０人ということで、見込みより

も実際の参加申込者の方が少ないという

状況になりまして、これだけの差が出たと

いうことでございます。参加者につきまし

ては、なるべく多くの方に参加していただ

きたいということで、広報等に掲載させて

いただいたり、ホームページについても掲

載し、また、小・中学校のほうにはチラシ

等をお配りするなど、参加者をふやす努力

はしているところでございます。 

○増永和起委員長 池上部参事。 

○池上市民生活部参事 それでは、通行量

の実態調査の件について、ご答弁申し上げ

ます。 

 ３年前との比較ということでございま

すが、通行量調査の結果から申し上げます

と、市内商業地区全体での通行量につきま

して、当日は午後から天候が悪くなったこ

とを考慮しつつも、平成２５年度実施調査

結果と比較しますと、全体的に減少傾向に

あり、特にＪＲ千里丘駅周辺では減少幅が

調査地点においてはかなり大きい結果と

なっております。 

 次に、購買実態調査からでございますけ

れども、各商業施設に来られた方４７３名

の方にインタビュー形式でアンケートに

お答えいただきました。購入品につきまし

ては、主に食料品など、日常生活に必要な

物の購入が多く、耐久消費財、家具とか家

電とかにつきましては、量販店の立地が市

内では限られているため、市外などで購入

されるものが多いと思われます。 

 スーパー等が立地する地区におきまし

ては、品質やサービスに満足する回答が多

く、スーパーが立地しない商業地区におき

ましては、商品数の増加や品質の向上を望

む声が多くなっております。 

 そのほか、商店街では店舗が少なくなっ

て、寂しいとの声も聞かれ、全体としては

以前よりも商店街での購買は少なく、スー

パーなどの大規模小売店に多く人が集っ

ている結果となっております。 

○増永和起委員長 村上委員。 

○村上英明委員 また１点目の保健福祉

課の寄附金の部分でございます。これは毎

年毎年というか、１００万円定額で入って

きて、それプラスアルファ、この平成２８

年度に手芸ボランティアグループのほう

からご寄附いただいたというようなこと

でございまして、これは確かに地域福祉と

いうか、これは福祉関係に使っていただき

たいというようなことでもあるかという

ふうに思いますし、また、保健センターと

いうことからすれば、健康面ということに

も関係してくるのかなというふうに思い

ますので、この部分については、これから

健康ということは本当に大きなキーワー

ドといいますか、健康寿命というのもしっ

かりと延ばしていくということがこれか

ら本当に必要なことだというふうに思い

ますので、そういう意味では、これからし

っかりとこの健康面も、また、地域福祉も

含めて、これから本当にこの福祉というこ

とも、また、健康ということもこれから摂

津市では大切なことだというふうに思い

ますし、また、これから少子高齢化という

中にあっては必要な部分であると思いま

すので、しっかりと有効的な活用をお願い

したいということで、これは要望としてお

きたいというふうに思います。 

 ２点目のふれあいマラソンの件でござ

います。予算に対してということであれば、

参加人数が約６割ちょっとを切るような

人数でございました。このお金というのは、

一度入金をされると返金されていないと

いうことだったというふうに思いますの
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で、そういう意味では、この参加人数も先

ほどお聞きをさせていただきましたけれ

ども、今まででしたら、当日、現金で支払

ってということだったので、雨とか天候不

順によっては参加人数にいよって収入の

部分も減ってくるというのは見えるので

すが、それ以前に既に入金されている部分

ということでありますので、ということは、

当初からこの参加人数が予算よりもとい

うか、市の思っていたほどは行かなかった

ということだと思うので、そういう意味で

は、今までワンコイン、５００円で行けて

いたものが２，０００円にということで、

値上がりしたというか、参加料が上がった

ということだというふうに思いますので、

そういう部分の影響がなきにしもあった

のかなというふうに思うので、ことしは２，

０００円という中ではあるのですけれど

も、Ｔシャツをお渡しをするということで、

参加を促すような施策というのを考えて

おられるということだったというふうに

思いますが、参加料もやはり市民の方から

も、２，０００円というのはちょっとどう

かなと。やはりワンコイン、その上の１，

０００円札１枚という形であればまだ、と

いう声もお聞きしていた部分もあるので、

その辺もまたこれからしっかりと、このふ

れあいという意味も含めてのマラソンで

すので、しっかりと摂津市民の健康面の増

進ということも含めて、参加料も含めて、

また一度検討していっていただきたいな

というふうに思いますが、これは市として

直接やっているということではなく、実行

委員会としてやっている部分もあります

ので、事務局としてこういう意見があった

ということをもし言える場があれば、また

お伝えさせていただきながら、よりよいふ

れあいマラソン、参加人数が数年前よりも

ちょっと減ってきているようなことでも

あるかというふうに思いますので、これか

らしっかりとふれあいマラソンの参加人

数がふえていって、摂津市のスポーツの一

つにと、また我々も言えるような、市民も

言えるような、そういうマラソンにしてい

っていただきたいなということで、要望と

しておきたいなと思います。 

３点目の民生児童委員協議会の部分で

ございます。定数に対しては１４名欠員と

いうことだったというふうに思いますが、

その中で、男女比率が２対８ということで、

ほぼ女性の方が民生児童委員として活躍

していただいているということでござい

ますし、また、平均の受け持ち世帯が２８

０世帯、昔は２５０世帯くらいだったとい

う記憶があったのですが、そういう中で、

やはりこの民生委員というのもやってい

ただいている活動の部分を、介護施設なん

かへ行くと、小学生というか幼児というか、

子どもたちがハンドベルをやっておられ

るとか、幅が広いことだというふうに思う

ので、地域の中にあってはなくてはならな

いというか、そういうお役職の方だという

ふうに思います。 

そういう中で、きょうはお尋ねをさせて

いただきたいと思うのですが、今後高齢化

ということになって、特に独居の方もふえ

てくるということで、民生委員の２８０世

帯から３００世帯の受け持ちのエリアの

中での活動がまたふえてくるというふう

に思うんですね。そういう意味では、今、

欠員は１４名ということでお聞きをして

いる中で、また民生委員にもなかなかなっ

ていただきにくいような、こういう状況だ

というふうには認識をしている中でちょ

っとお尋ねさせていただきたいのですが、

先ほど言いました高齢化の部分とか独居
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の部分がふえてくるということもふまえ

て、やはり受け持ち世帯というものをもう

少し減らして、地域の中でもっと民生委員

の活動が見えるような形というものをつ

くっていくのも一つなのだろうなという

ふうに思うのですが、その部分で、受け持

ち世帯を少し縮小していくというか、２５

０世帯にするということも含めてのお考

えがあるのかどうか、それをちょっとお尋

ねさせていただきたいなと思います。 

次の通行量及び購買実態調査の件でご

ざいます。 

通行量、また、購買実態ということも少

しずつ減ってきているということだとい

うふうに思いますが、これをちょっと見さ

せていただく中にあっては、千里丘方面一

つ取っても、平成２２年度の調査が一番ピ

ークでございまして、あとは過去の２回は

減ってきているというようなことでもご

ざいますし、また、あと、この平成２８年

度に行われた調査の時期的なものがやは

り１１月２０日から１２月４日というこ

とで、寒い時期というか、秋の時期の２週

間という中でされたということのデータ

では、なかなか市全体としての動きという

ものが少し見えづらい部分もあるのかな

というふうに思うので、これは要望として

言わせていただきますけれども、例えば、

春と秋に分けるとか、調査の回数をふやし

ていくとかということも含めて、これが摂

津市全体として見えるような調査結果が

出てくるような方策を考えていっていた

だきたいなということで、これは要望とし

て述べておきたいなと思います。 

ということで、一つだけご質問させてい

ただきたいと思います。以上です。 

○増永和起委員長 有場課長。 

○有場保健福祉課長 それでは、保健福祉

課に係りますご質問にお答えします。 

 決算書１１４ページ、民生児童委員の受

け持ち世帯数についてでございます。 

 民生児童委員の１人当たりの受け持ち

世帯数でございますが、委員がご指摘のと

おり、本市の人口はそれほどふえていない

中で、世帯数がふえており、特に単身世帯

数がふえていっているという状況でござ

います。また、２０２５年問題にあります

とおり、特に後期高齢者がどんどんふえて

いくという状況でございまして、こういっ

たことを考えますと、今後民生児童委員の

負担がますますふえていくということが

懸念されるところでございます。これにつ

きましては、本市に限らず全国的な問題で

ございます。民生児童委員の定数でござい

ますけれども、現在の民生児童委員の任期

は平成３１年１１月末でございます。それ

までに今後、一斉改選を予定しております。

この定数につきましては、大阪府との協議

の中で決定していくものでございますが、

その上にあります国の考え方等も反映さ

れることになりますので、状況を見つつ、

地域の状況等の把握に努めてまいりまし

て、できましたら、定数がふえることが望

ましいのですけれども、今後府と連携し考

えていきたいと思っております。 

○増永和起委員長 村上委員。 

○村上英明委員 決算書の１１４ページ

の民生委員の件でございますけれども、や

はり民生委員というのは、先ほど言いまし

たように、本当に幅広く活動されていると

いう部分もあるというふうに思いますし、

また、先日はいろいろと地域の団体のこと

でもお話をされていましたけれども、やは

り自治会ということを考えれば、自治会に

入っておられる方のみという方がおられ

ますけれども、ちょっと限定されてくる。
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また、昨年からライフサポーターでの戸別

訪問をされている方も７５歳以上という

ことで、これも限定されているということ

をいろいろと考えていけば、また老人会の

人も６０歳からということで対象年齢が

限定されているということを含めれば、民

生委員というのは幅広く範囲を持たれる

ということだというふうに思います。そう

いう意味では、さまざまな部分で地域とい

うのはお世話になってくるというのは出

てくるというふうに思うので、そういう意

味では、今、この欠員という部分もあれば、

どこかの民生委員がその分も掛け持って

また見ておられるというような、本当に負

担がふえているということは重々認識を

しているとは思うのですが、そういう中で

あって、先日も私の近くでといったらあれ

なのですが、六十数歳の独居の方が、と言

ったらわかる方がおられるかもしれませ

んが、おられまして、その方は結局お亡く

なりになられたんです。それを地域として

はなかなかわからなかったんです。連絡先

がわからない、もうどうしよう、どうしよ

うということであったのですが、たまたま

３か月後くらいに親戚の方と接触できた

ということもあって、それでやっとその家

の状況がわかったというか、家に入らせて

もらって、いろいろと対話させていただく

ことができたということもあるので、そう

いう意味では、この緊急連絡先というのは、

この前もちょっと出ておりましたけれど

も、やはりそういうことを年齢にかかわら

ず、例えば、独居の方等々においては何か

掌握できるようなシステムというか、そう

いうデータというのを行政としても考え

ていく必要があるのではないかなという

ふうに私は思うので、そういう意味では、

焦点を当てていけば、この民生委員という

ことになってきてしいまうのではないか

なと私は思うのですが、そういう意味では、

先ほど言いましたように、民生委員の業務

量がふえてくるというようなこともござ

いますので、しっかりと受け持ちの世帯を

もう少し減らしていって、自分のところの

数を減らしていく、そういったことで民生

委員もより多くの方々に活動していただ

けるようなそういう制度づくりというか、

雰囲気づくりも含めて、また市としてしっ

かりと前に進めるような取り組みをまた

していっていただきたいなということで、

これは要望として申し上げて、私の質問と

させていただきたいなというふうに思い

ます。 

○増永和起委員長 村上委員の質問が終

わりました。 

 ほかに質問はありませんでしょうか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 では、以上で質疑を終わります。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時２３分 休憩） 

（午前１１時４２分 再開） 

○増永和起委員長 民生常任委員会を再

開します。 

 認定第６号の審査を行います。 

 本件については、補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

 光好委員。 

○光好博幸委員 １点だけ聞かせてくだ

さい。 

 当該制度は他市に先駆けて取り組んで

いると認識していまして、非常によい取り

組みであると認識していますけれども、平

成２７年度の議事録を見ていますと、本年

度に中小企業の実態を調査、検討して、今

後どうしていくのかということを検討し

たいというふうな記載がございました。実
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際に平成２８年度の取り組み状況につい

てお聞かせいただきたいのと、現在の事業

所の加入の数と人数についても、昨年度か

らの増減を含めて、お聞かせいただきたい

と思います。 

○増永和起委員長 池上部参事。 

○池上市民生活部参事 それでは、光好委

員のご質問にお答えさせていただきます。 

 昨年度の決算審査のときにいろいろ、中

小企業の共済退職金の加入状況等も調べ

て、運営なり検討をしていきたいというふ

うなこともあったかと思いますけれども、

パートだけで、なかなかアンケートなり調

査をするということができておりません。

今後、中小企業の実態調査を行うときには、

パートタイマー等退職金制度も含めて、い

ろいろな項目について調べて、それぞれの

施策に生かしていきたいというふうに思

っております。昨年度のパートタイマー等

退職金制度の周知としましては、広報誌や

ホームページ、あとは便利帳の配布等を通

じて、中小企業の方々にお知らせをさせて

いただいております。 

 それと、加入者数でございますけれども、

昭和６０年に制度がスタートしまして、平

成８年に６３０名、最大６３０名の加入が

ございましたが、その後、加入者は減少し

ておりまして、平成２８年４月１日現在は

３１事業所、１６０名、平成２９年３月３

１日現在で３０事業所、１５６名となって

おりまして、１事業所４名減というふうに

なっております。 

○増永和起委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 わかりました。調査が余

り進んでないということですけれども、や

はり実態をつかんで実施していかないと、

今後の方向性が見えてこないと思います

ので、ぜひ機会を設けていただきまして、

実態調査をしていただきたいというふう

に考えております。 

 また、加入者数は非常に減っているとい

うことのようですけれども、昨年度の委員

会におきまして、副市長のほうから加入者

をふやしたいというコメントもあったか

と思います。減っている現状はそうだと思

いますけれども、先ほど答弁がありました

けれども、加入者をふやすためのアプロー

チというか、そういったことをもし何かし

ておられましたら、ご説明をお願いいたし

ます。 

○増永和起委員長 池上部参事。 

○池上市民生活部参事 加入者をふやす

アプローチということでございますが、先

ほどもお答えさせていただいたのですけ

れども、現在、市のホームページや、中小

企業支援策をまとめました便利帳の配布

ですとか、あとは広報誌等を通じて周知し

ております。また、窓口に融資等の相談に

来られたときにも、折を見て、こういう制

度もありますよというような紹介をさせ

ていただいております。その中で、ことし

も１社、新たに加入していただくところが

ございまして、この１１月からではござい

ますけれども、１社、５０名加入をしてい

ただきまして、現在は２０２名というふう

になっております。今後も機会をとらえて

紹介していきたいと考えております。 

○増永和起委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 ありがとうございます。

私は、市の制度にかかわらず、国の制度、

何かしらの制度に加入することに当該制

度の目的があり、退職者に対する給付の確

実性が保障されているのではないかと私

個人的には考えております。先ほども申し

上げましたけれども、ぜひ、実態調査をし

た上で、この単独の市の制度で行くのか、
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あるいは、国の中小企業退職金共済制度に

移行するのか、あるいは、いろいろな他の

制度があると思いますので、そういった方

向性をしっかりと定めていくとともに、や

はりいろいろ先ほどご答弁いただきまし

たけれども、企業にもＰＲして、いろいろ

周知していただけますように、要望とさせ

ていただきます。ありがとうございます。 

○増永和起委員長 ほかにありませんか。 

 南野委員。 

○南野直司委員 パートタイマー等退職

金共済事業についてであります。 

 加入者は年々減少傾向にあるというこ

とで答弁がありました。この共済制度の維

持をしながら、そして、制度見直しに向け

て、調査、検討などさまざまな角度からし

ていただいていると思うのですけれども、

その辺をもし検討課題として何かされて

いるのであれば、お聞かせいただきたいと

思います。 

○増永和起委員長 池上部参事。 

○池上市民生活部参事 共済制度を維持

しながらといいますか、先ほど光好委員か

らもありましたけれども、やはりこの退職

金共済制度、そういったものにつきまして

は、そこで働く方が安心して働ける意味で

も、こういった制度が必要だとというふう

には思っております。そういった意味で、

市のパートタイマー等退職金共済に加入

していただけるよう、周知もしているとこ

ろなのですけれども、同様の制度、国の共

済、中小企業退職金共済の制度もございま

す。そちらの制度にご加入していただけれ

ば、それはそれでいいかなというふうにも

思っております。今回ちょっとふえました

けれども、加入人数もだんだん減ってきて

いる。そういった中で、やはり市としては

身近にある市のパートタイマー等退職金

共済のほうに加入をしていただくように、

今後も働きかけていこうというふうに思

っておりますけれども、それと同時に、や

はり国も同様の制度で遜色ない給付等の

制度でございますので、そちらの方にも加

入していただければいいかなと思います。

将来的な検討といたしましては、単独で続

けるのがいいのか、それとも、中小企業退

職金共済への移行というのも含めて、検討

もしていかなければいけないのかなとい

うふうに考えているところでございます。

しばらくは市の共済制度への加入者の増

にむけたＰＲをしていきたいというふう

に考えております。 

○増永和起委員長 南野委員。 

○南野直司委員 わかりました。今後、制

度見直しの必要性というものは非常に私

も大事な部分だというふうに思っており

ます。現在加入していただいている事業所

に対しましては、引き続き共済制度の運営

を継続していただきますようお願いいた

しまして、要望としておきます。 

○増永和起委員長 ほかにありませんか。 

 弘委員。 

○弘豊委員 それでは、私のほうからも１

点だけ、お聞かせいただきたいなと思って

おりますが、このパートタイマー等退職金

共済制度は中小企業で働く方たちへの福

利厚生の一助としてということで取り組

まれているというふうに認識しておりま

すけれども、とりわけこの間の産業構造と

か、また、いろいろな社会変化の中で、福

祉現場で働く人たち、市内でもたくさん介

護の事業所ですとか、そのようなところも

あるかと思うのですけれども、ヘルパーの

多くはパートで働いている方が多いと思

うのですけれども、今、加盟されている３

１の事業所の中で、そういうところも対象
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になって入ってこられているのかどうな

のかなということをお聞かせいただけた

らと思います。 

○増永和起委員長 池上部参事。 

○池上市民生活部参事 加入者の業種別

でございますけれども、建設業、製造業

等々にご加入いただいているのですけれ

ども、現在、事業所として福祉現場の事業

所の加入はないという状況でございます。 

○増永和起委員長 弘委員。 

○弘豊委員 制度の中身からすると対象

にはなるのかなというふうに思うのです

けれども、保育所などでも朝夕のパートで

保育士をされている方も多いと思います。

また、先ほども申し上げました介護の事業

所などではパートの方は大変主力になっ

て働いておられるというふうにも認識し

ておりますし、きょうも午後からになると

思いますけれども、介護の特別会計なども

審査していく中で、本当に福祉職場で働く

人たちの処遇改善という点については、国

としてもさまざまな課題となっていると

ころだと思いますし、そこの人材確保や定

着等は、すごく大変な課題になっている中

で、こういう市の制度として応援していけ

るようなことができたらなと思いました

もので、またここらあたり、お考えとして

お聞かせいただけたらと思います。 

○増永和起委員長 池上部参事。 

○池上市民生活部参事 今、福祉職場、現

在の加入事業所はないというふうにお答

えいたしましたけれども、これも実際に福

祉職場の退職金制度がどうなっているの

かと、事業所によってまちまちだと思いま

すので、その辺をきちんとこちらとしても

把握できていないという部分もございま

す。こういったことも含めまして、福祉職

場も含めまして、今後、パートタイマー等

退職金共済の運営委員会等もございます

ので、その中でも今後の運営の方針であり、

方向性、また、加入者拡大といいますか、

導入に向けた取り組みをどうしていくの

かということも含めて、今後、さまざまに

検討していきたいというふうに考えてお

ります。 

○増永和起委員長 森西委員。 

○森西正委員 先ほどから池上部参事の

ほうから、国の制度、中小企業退職金共済、

市のパートタイマー等退職金共済のどれ

かに入っていただけたらというふうなこ

とですけれども、私もそう思います。実態

は、摂津市の中で３，０００から４，００

０ある事業所の中で、そうした国の制度、

中小企業退職金共済の制度、市の制度、市

の加入者はこう出ていますけれども、全体

で何社の事業所が今、入っておられるのか

ということは、先ほど、調査をしてという

ふうなことでありましたけれども、もし、

今の段階でわかるようであれば、お答えい

ただけたらと思います。 

○増永和起委員長 池上部参事。 

○池上市民生活部参事 今の森西委員の

ご質問にお答えさせていただきます。 

 現在、各中小企業がどのような退職金制

度にご加入されているかという数字はつ

かんでいない状況でございます。ただ、平

成２４年度に実施しました市内事業所実

態調査において、退職金の導入に関しても

ご回答いただいております。その中で、ご

回答いただいた事業所の約３２％が退職

金制度を設けておられまして、約５４％が

設けていないとの結果が出ております。中

でも大きな事業所につきましては８０％

近くが制度を設けておられますけれども、

小規模事業所では個人経営が多いため、退

職金の制度を設けているのは１２％とい
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う結果となっております。 

 その中で、加入している制度についてで

ございますけれども、その制度を持ってい

るところはほとんど自社規程で、２０％弱

の事業所が国制度でありますとか、中小企

業退職金共済や建設業退職金共済制度等

に加入されているということでございま

す。 

 １件だけ数字をご報告しておきますと、

これも参考にはならないかもしれません

けれども、中小企業退職金共済には平成２

８年１２月時点で、全国で約３６万４，０

００事業所が加入されております。 

○増永和起委員長 森西委員。 

○森西正委員 今、以前の資料ですけれど

も、ご報告、説明をいただきまして、やは

りこれは加入者というか、被共済者ではな

くて、これは事業所に対して加入促進をし

ていかなければならないというふうには

思いますので、パートで働いておられる方

に話をしても、なかなか加入という形には

いかないので、事業所、経営者に向けてと

いう形にはなろうかと思いますので、そこ

をぜひともアプローチできるように考え

ていただきたいと思います。ホームページ

への掲載とか機会があるときにはチラシ

の配布等はされているのでしょうけれど

も、そこをもう少し違う形で、もう少し広

いアプローチの仕方とか、そういうふうな

ことをぜひとも考えていただきたいとい

うふうに思います。恐らく、今、セッピィ

スクラッチで費やした時間とか、その労力

と、例えばこのパートタイマーの費やす労

力を考えたら、恐らくセッピィスクラッチ

のほうで費やす労力はもうはるかに大き

な労力だというふうに思いますので、比べ

たらどうかですけれども、やはりこのパー

トタイマーに関しても時間、労力をもう少

し費やしていただいて、普及を拡大できる

ように、ぜひともお願いしたいというふう

に思います。 

○増永和起委員長 ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○増永和起委員長 以上で質疑を終わり

ます。暫時休憩します。 

（午前１１時５９分 休憩） 

（午後 １時    再開） 

○増永和起委員長 認定第３号の審査を

行います。 

 補足説明を求めます。 

 堤保健福祉部長。 

○堤保健福祉部長 それでは、認定第３号、

平成２８年度摂津市国民健康保険特別会

計歳入歳出決算認定の件につきまして補

足説明をさせていただきます。 

 平成２８年度は、従前からの高齢化の進

展による影響に加え、短時間労働者に係る

社会保険の適用拡大等により被保険者数

が大幅に減少となっております。 

 本市におきましては、昨年度に引き続き、

国保財政の健全化に取り組んでまいりま

した。また、保健事業におきましては、デ

ータヘルス計画に基づき、糖尿病性腎症等

重症化予防などの生活習慣病対策を中心

とした事業に取り組んでまいりました。こ

れらの取り組みによる効果や取り組みに

対する国からの交付金などによりまして、

平成２８年度決算における収支は、単年度

で１億９，２４４万９，３６３円、実質収

支で３億６，０９７万５，８４６円の黒字

となりました。国保加入者総数は２万２，

５９５人で、前年度に比べ、年間平均で５．

４％、１，２９３人の減となりました。加

入者の内訳を見てみますと、一般被保険者

については２万２，２０７人で、前年度に

比べ４．２％、９８１人の減、退職被保険
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者等につきましては３８８人で、前年度に

比べ４４．６％、３１２人の減となってお

ります。 

 それでは、目を追って、その主なものに

つきまして補足説明をさせていただきま

す。 

 まず、歳入でございますが、決算書１８

ページ、款１国民健康保険料、項１国民健

康保険料、目１一般被保険者国民健康保険

料は、前年度に比べ３．２％、６，９５７

万３，０１８円の減となっております。不

納欠損につきましては１億９２１万７，６

１５円で、収入未済額は８億３，７６４万

３，６２２円となっております。還付未済

額を除いた一般被保険者に係る１人当た

り現年度保険料調定額は８万８，５５６円

で、前年度に比べ１．８％、１，５７５円

の増となっております。収納率は、一般被

保険者分全体で、現年度分が９１．０％、

滞納繰越分が１３．４％となり、前年度と

比べ、現年度分が０．８％の増、滞納繰越

分が１．２％の減となりました。 

 目２退職被保険者等国民健康保険料は、

前年度に比べ４９．１％、４，８５９万４

１９円の減となっております。不納欠損に

つきましては１０９万５，５８４円で、収

入未済額は１，６３４万４，５２７円とな

っております。還付未済額を除いた収納率

は、現年度分が９７．３％、滞納繰越分が

１８．２％で、前年度と比べ、現年度分が

０．９％の増、滞納繰越分が２．１％の減

となりました。 

 款２使用料及び手数料、項１手数料、目

１督促手数料は、前年度と比べ０．１％、

２９１円の減となっております。 

 款３国庫支出金、項１国庫負担金、目１

療養給付費等負担金は、前年度に比べ５．

０％、８，８５５万９，１９２円の減とな

っております。療養給付費等に係る３２％

が国庫負担率となっております。 

 目２高額医療費共同事業負担金は、前年

度に比べ１８．８％、１，３７７万２，９

６２円の増となっております。高額医療費

共同事業拠出額の４分の１の交付を受け

ております。 

 目３特定健康診査等負担金は、前年度に

比べ５．２％、５３万５，０００円の減と

なっております。特定健康診査及び特定保

健指導に要する費用について、基準額の３

分の１の交付を受けております。 

 項２国庫補助金、目１財政調整交付金は、

前年度に比べ５．９％、３，９８０万８，

０００円となっております。 

 ２０ページ、目２事業助成補助金は、制

度改正に伴う国からの補助でございます。 

 款４療養給付費交付金、項１療養給付費

交付金、目１療養給付費交付金は、前年度

に比べ５７．４％、１億５，５２６万２，

３０８円の減となっております。これは、

退職被保険者数の減少が要因でございま

す。 

 款５前期高齢者交付金、項１前期高齢者

交付金、目１前期高齢者交付金は、前年度

に比べ３．４％、１億７万２，２９０円の

増となっております。これは、前期高齢者

の加入率増を見込んだ交付が行われたこ

とが要因でございます。 

 款６府支出金、項１府負担金、目１高額

医療費共同事業負担金は、前年度に比べ１.

８．８％、１，３７７万２，９６２円の増

で、高額医療費共同事業拠出額の４分の１

の交付を受けております。 

 目２特定健康診査等負担金は、前年度に

比べ７．１％、７４万３，０００円の減と

なっております。 

 項２府補助金、目１事業助成補助金は、
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前年度に比べ１．０％、１２万４，７５３

円の増で、精神・結核医療給付及び地方単

独事業による国庫負担金減額に係る補助

金でございます、 

 目２財政調整交付金は、前年度に比べ５．

１％、３，１５１万７，０００円の減とな

っております。 

 款７共同事業交付金、項１共同事業交付

金、目１高額医療費共同事業交付金は、前

年度に比べ１３．７％、４，４７３万６，

７６７円の減で、１件８０万円以上の高額

医療費を対象に交付を受けたものでござ

います。 

 目２保険財政共同安定化事業交付金は、

前年度に比べ０．５％、１，０７７万６，

７５５円の減で、１件８０万円未満の医療

費を対象に交付を受けたものでございま

す。 

 ２２ページ、款８繰入金、項１一般会計

繰入金、目１一般会計繰入金は、前年度に

比べ１１．１％、６，５８６万８，６０６

円の減となっております。 

 目２保険基盤安定繰入金は、前年度に比

べ０．３％、１６４万８，７２４円の減と

なっております。 

 款９諸収入、項１雑入、目１一般被保険

者第三者納付金及び目２退職被保険者等

第三者納付金は、交通事故等による第三者

納付金でございます。 

 目３一般被保険者返納金及び目４退職

被保険者等返納金は、社会保険加入による

国保資格喪失後の受診などに係る返納金

でございます。 

 目５雑入は、主に７０歳以上の一部負担

金に係る指定公費分でございます。 

 項２延滞金、加算金及び過料、目１延滞

金は、保険料に係る延滞金でございます。 

 款１０繰越金、項１繰越金、目１繰越金

は、前年度の繰越金でございます。 

 次に、歳出でございますが、２４ページ、

款１総務費、項１総務管理費、目１一般管

理費は、職員給与のほか、一般事務に係る

経費でございます。 

 目２連合会負担金は、大阪府国保団体連

合会の負担金でございます。 

 目３市町村部会負担金は、近畿都市国民

健康保険者協議会の負担金でございます。 

 項２徴収費、目１賦課徴収費は、保険料

の賦課徴収業務に係る費用でございます。 

 ２６ページ、項３運営協議会費、目１運

営協議会費は、摂津市国民健康保険運営協

議会に係る費用でございます。 

 款２保険給付費、項１療養諸費、目１一

般被保険者療養給付費は、一般被保険者が

医療機関を受診した際の給付に係る費用

等でございます。１人当たりの保険者負担

額は２６万６，６９８円となっております。 

 目２退職被保険者等療養給付費は、退職

被保険者等に係る療養給付費でございま

す。 

 目３一般保険者療養費、目４退職被保険

者等療養費は、柔道整復に係る費用が主な

ものでございます。 

 目５審査支払手数料は、大阪府国保団体

連合会に支払うレセプト点検に係る審査

及び支払いの手数料でございます。 

 項２高額療養費、目１一般被保険者高額

療養費は、一般被保険者が限度額を超えて

負担した額を支給するものでございます。 

 目２退職被保険者等高額療養費は、退職

被保険者等に係る高額療養費でございま

す。 

 目３一般被保険者高額介護合算療養費

及び目４退職被保険者等高額介護合算療

養費は、１年間の医療保険と介護保険の自

己負担の合計額が自己負担限度額を超え
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た場合に交付するものでございます。 

 ２８ページ、項３移送費、目１一般被保

険者移送費及び目２退職被保険者等移送

費は執行いたしておりません。 

 項４出産育児諸費、目１出産育児一時金

は、被保険者の出産に際して支給される一

時金でございます。 

 目２支払手数料は、出産育児一時金の直

接支払いに係る手数料でございます。 

 項５葬祭諸費、目１葬祭費は、支給件数

１３９件となっております。 

 項６精神・結核医療給付費、目１精神・

結核医療給付金は、被保険者が精神・結核

医療を受けた際の給付金でございます。 

 款３後期高齢者支援金等、項１後期高齢

者等支援金等、目１後期高齢者支援金は、

後期高齢者医療制度への拠出金で、被保険

者数に応じて、社会保険診療報酬支払基金

に拠出するものでございます。 

 目２後期高齢者関係事務費拠出金は、後

期高齢者医療制度に係る事務費でござい

ます。 

 款４前期高齢者納付金等、項１前期高齢

者納付金等、目１前期高齢者納付金は、前

期高齢者の財政調整に係る納付金でござ

います。 

 目２前期高齢者関係事務費拠出金は、前

期高齢者医療制度に係る事務費でござい

ます。 

 ３０ページ、款５老人保健拠出金、項１

老人保健拠出金、目１老人保健事務費拠出

金は、廃止された老人保健事業で清算事務

が生じた際の費用でございます。 

 款６介護納付金、項１介護納付金、目１

介護納付金は、４０歳から６４歳までの介

護第２被保険者に係るもので、社会保険診

療報酬支払基金へ納付するものでござい

ます。 

 款７共同事業拠出金、項１共同事業拠出

金、目１高額医療費共同事業医療費拠出金

は、８０万円以上の高額な医療費の再保険

事業として拠出したものでございます。 

 目２保険財政共同安定化事業拠出金は、

国保財政の安定化を目的とした保険財政

共同安定化事業に係る拠出金でございま

す。 

 目３高額医療費共同事業事務費拠出金

及び目４保険財政共同安定化事業事務費

拠出金は執行いたしておりません。 

 目５その他共同事業事務費拠出金は、退

職医療制度対象者の抽出事務に係る拠出

金でございます。 

 款８保健施設費、項１保健施設費、目１

特定健康診査等事業費は、特定健康診査等

の実施に係る経費でございます。 

 目２保健衛生普及費は、保健事業の実施

等に係るものでございます。 

 ３２ページ、款９諸支出金、項１償還金

及び還付加算金、目１一般被保険者保険料

還付金、目２退職被保険者等保険料還付金

は、過年度分保険料の還付金でございます。 

 目３償還金は、平成２７年度事業の確定

に伴う療養給付費等負担金精算返還金な

どでございます。 

 款１０予備費につきましては、当初予算

額１００万円に対し２９万８，３１９円を

過年度分保険料還付金等に充当いたして

おります。 

 以上、決算内容の補足説明とさせていた

だきます。 

○増永和起委員長 説明が終わり、質疑

に入ります。 

 光好委員。 

○光好博幸委員 それでは、決算概要で質

問させていただきます。３点ございます。 

 一つ目に、１９１ページですけれども、
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このページに「摂津市データヘルス計画に

基づき、生活習慣病対策を中心とした事業

を展開してまいりました」との記載がござ

いました。昨年度は、糖尿病性腎症の重症

化予防事業を実施されたようですけれど

も、本年度の具体的な取り組みについてお

聞かせください。 

 また、当該計画に「レセプトから見えて

きたもの」や「検診結果から見えてきたも

の」という記載がございました。本年度の

分析結果、もしございましたら、新たに見

えてきたもの、課題等々、お聞かせいただ

きたいと考えております。 

 二つ目に、１９６ページ、款１給務費、

項２徴収費、目１賦課徴収費、賦課徴収事

業、電話催告等業務委託料として３８９万

２，０００円が決算額として記載されてご

ざいましたけども、これ、昨年度には記載

がございませんでしたので、本年度からの

取り組みと考えます。電話催告等業務は、

本市の、恐らく滞納対策の体制を強化する

ことによって、収納率の向上を図るものと

認識しておりますけれども、どのような効

果が出ているのかという点についてお聞

かせください。 

 三つ目に１９８ページ、款２保険給付費、

項１療養諸費、目２退職被保険者等医療給

付費において、予算現額２億２，７８６万

４，０００円に対しまして、決算額が１億

３，１２８万１，４７７円と執行率が５７．

６％と非常に低いと。またさらに、参考に

昨年度も執行率が５１．１％ということで

したので、その執行率が低い理由について

もお聞かせください。 

 以上、３点でございます。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、光好委員

の三つのご質問にご答弁させていただき

ます。 

 まず、１点目のデータヘルス計画につい

てでございます。 

 生活習慣病の増加に伴い、健康寿命の延

伸が重要な課題となっていることから、国

におきまして、レセプト、健診データの分

析を行い、健康保持、増進のための計画と

してデータヘルス計画の作成が保険者に

対して求められております。 

 平成２７年度に本市のほうで作成いた

しまして、データ分析から健康課題を明確

化することで、実態に沿った保健事業を効

率的、効果的に実施していくとともに、毎

年度、効果測定を行うことで、ＰＤＣＡサ

イクルに沿った事業を進めていっている

ものでございます。 

 先ほどございました糖尿病性腎症につ

いてでございます。その中で、疾病の中で

もやはり人工透析に係る費用というもの

が、お一人年間５００万円ほどかかると。

透析に至ってしまうことで、非常に医療費

が高くなってしまうということで、そうい

ったところを未然に防ぐと。リスクの高い

方をデータで抽出して、何とか現状維持、

なかなか数値を落とすことは厳しいです

けども、これ以上、前に進まないというこ

とで、重症化予防という事業を行っており

ます。 

 今年度につきましても、１０名の方を対

象に保健指導を行っております。また、昨

年度受けられた方につきましても、フォロ

ーとして、栄養指導事業ということで、食

事面でのアドバイスを行っております。 

 続きまして、電話催告の事業でございま

す。 

 コールセンターの委託につきましては、

新規ではなく、これまでも実はやっており

まして、これまで納税課のほうで一括で契
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約していたものを平成２８年度、国保年金

課でも費用の負担をすることになったと

いうものでございます。対象としましては、

できるだけ初期の対象者の方や、分割誓約

等をしていただいているんですけども、お

支払いが滞っているというか、うっかり忘

れておられる方に対して、電話でアプロー

チをかけさせていただいていると。なかな

か直接的な効果というのは難しいですけ

ども、いずれにしましても、未納を防ぐと

いった意味では、収納率のほうで効果があ

らわれているのではないかと考えており

ます。 

 続きまして、退職者医療制度に係る給付

費の執行率の部分でございます。 

 退職者医療制度につきましては、平成２

０年度に、既に制度の廃止が決定しており

ます。現在のところ、経過措置期間となっ

ておりまして、また平成２７年度からは新

たに新規の適用を行わないということと

なっておりますことから、被保険者数は大

幅に減少しております。平成２８年度は、

前年から見ますと３１２人減の３８８人

と、半減に近いという減少となっておりま

す。それに伴いまして、財政規模も縮小さ

れていく中、先ほど申しました人工透析や

高額医薬品の利用など、高額な医療費の発

生リスクがやはり全体で賄いにくくなっ

てきております。特に給付につきましては、

予算の範囲で、医療を受けてくださいとい

うわけにはいきませんので、一般被保険者

と違い、退職の部分につきましては、保険

料の算定に影響を受けないことから、一定

余力を持たせた中で予算計上をいたして

おります。 

 そういったこともありまして、不用額の

ほうが多く出ているという状況でござい

ます。 

○増永和起委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 まず１点目、１９１ペー

ジのデータヘルス計画につきまして、ご説

明ありがとうございます。 

 先ほどもありましたけど、当該計画は、

データ分析を行って策定されているとい

うことで、まさにＰＤＣＡを回す取り組み

と思います。これは答弁もありましたけど

も、本当に生活習慣病が年々ふえている中、

この取り組みは健康寿命延伸につながる

ものと考えますので、ぜひ今後も精力的に

取り組んでいただきますようにお願いい

たします。要望とします。 

 二つ目の１９６ページ、電話催告等事業

委託料について、ちょっと私の認識違いが

ございましたけども、理解いたしました。

なかなか直接的な効果というのは難しい

ということですけど、引き続き収納率向上

に向け取り組んでいただきますように、よ

ろしくお願い申し上げます。 

 ３点目の１９８ページの退職被保険者

等療養給付費ということで、これは廃止さ

れるということのご説明でございました

けれども、そういった状況とはいえ、大幅

な差異が出る、予算との執行率の差異が出

るというのも問題かと思いますので、予算

立案時等々には精査いただきたいという

ふうに考えておりますので、よろしくお願

いいたいます。 

○増永和起委員長 光好委員の質問が終

わりました。 

 ほかにありませんか。 

 南野委員。 

○南野直司委員 それでは、決算概要の２

０２ページ、款８保健施設費、項１保健施

設費、目１特定保健診査等事業費、保健施

設事業決算額４，６１９万１，０７２円に

ついてでございます。 
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 特定健診の受診率についてお聞きした

いと思うんですけども、特定健康診査等委

託料であります。特定健診受診率について、

平成２８年度はどうであったか。そして、

平成２７年度までの受診率と比較してど

うであったか、改めて受診率についてお聞

かせいただきたいと思います。 

 それから、もう１点ですけども、この平

成２８年度の国保の取り組みといたしま

しては、前年度に引き続いて、医療費の適

正化、そして資格の適正化、そして先ほど

もありましたけれども、収納率の向上を３

本の柱として、国保財政の健全化に取り組

まれましたということでございます。３本

の柱、改めて医療費の適正化、そして資格

の適正化もあわせて、ちょっと教えていた

だきたいなと思います。 

 以上２点です。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、南野委員

のご質問にお答えさせていただきます。 

 まず、特定健診の受診率の状況でござい

ます。 

 特定健診の受診率につきましては、平成

２８年度の法定報告といいまして、１１月

に毎年報告をするものでございます。先日、

結果が出ました。その中で、健診の受診率

が３０．５％となっております。前年と比

較しますと、０．５ポイント低下となって

おります。しかしながら、特定保健指導の

ほうでは４３．８％と、前年から２３．５

ポイントの上昇という結果となっており

ます。 

 続きまして、３本の柱の取り組みのとこ

ろでございます。 

 ３本の柱のうち、国保財政の健全化の基

本となるものは、やはり被保険者の資格の

適正化ということが重要かと考えており

ます。国保財政の仕組みにおきましては、

被保険者数に応じて負担するべきものや、

加入率により交付や拠出、そういった算定

するものが多くあります。例で申し上げま

すと、歳出のうち、後期高齢者や介護保険

制度への拠出金を加入者数に応じて支払

うこととなりますが、後期高齢者支援金で

は１人当たり５万７，０００円、介護納付

金では２号被保険者１人当たり６，４００

円の拠出が必要となってまいります。 

 そのような中で、社会保険のほうに移ら

れたり、他市へ転出された方がそのまま国

保の資格を置いたままにされますと、その

方についても拠出が求められてきますの

で、やはりそういった無駄な支払いを防ぐ

ためには、資格の適正化が重要かと考えて

おります。 

 本市におきましては、転出の方や被用者

保険に加入されている方を抽出しまして、

届け出の勧奨を行うなど、資格の適正化に

努めております。 

 続いて、医療費適正化でございます。 

 医療費の適正化につきましては、大きく

二つに分類した取り組みをいたしており

ます。 

 １点目としましては、先ほど光好委員の

ほうでもご説明させていただきましたが、

被保険者の健康の保持、増進ですね、そう

いった部分で、将来的な医療費の抑制を目

指して取り組んでおります。 

 ２点目としましては、保険給付費の適正

化でございます。医療機関からの請求であ

るレセプトの点検、それによりまして、請

求内容の妥当性や請求期間と国保の資格

が一致しているかといった点を点検して、

適正な医療費の支払いというものに努め

ているものでございます。 

 最後に収納対策でございますが、これに
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つきましても先ほど申しましたが、入り口

として、まず未納にならないということが

重要となっております。そのため、納め忘

れのない口座振替の推進、またコールセン

ター、それら被保険者への勧奨を行うとと

もに、滞納となった方につきましては、納

付相談を行う中で、分割納付のお約束をし

ていただくことや保険料の減免など、状況

に応じた対応をしているところでござい

ます。 

○増永和起委員長 南野委員。 

○南野直司委員 １点目の特定健診、それ

から特定保健指導等々の受診率について

ご答弁をいただきました。 

 摂津市保健福祉総合ビジョン２０１６

の中に、今後の施策展開の方向性について、

このようにありました。「特定健診あるい

は特定保健指導の受診率も増加傾向にあ

りますが、さらなる受診率向上に向け、市

民への啓発に積極的に取り組むとともに、

具体的な展開を示す必要があります」とい

うことでありました。やはり受診率向上と

いうものが、３０．５％ですか、出ており

ましたけども、やはり大事なことだと思い

ます。それも含めて、今後の課題といいま

すか、取り組みの方向性なども教えていた

だきたいなと思います。 

 それから、２点目の医療費の適正化、そ

して資格の適正化、収納率の向上の３本の

柱について、詳しくご答弁いただいたわけ

でございます。そして、平成２８年度の取

り組み、そして平成２８年度の収支は３億

６，０９７万５，０００円の黒字となりま

したということであります。これは、財政

健全化に向けた３本の柱による効果に加

えて、本市国保事業運営の経営努力に対す

る交付金が国から交付されたこと等が主

な要因となっておりますと、決算概要にも

書かれておりましたけども、どのように国

からの交付金が反映されたか教えていた

だきたいなと思います。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、１点目の

受診率向上に向けた取り組み、課題と方向

性のご質問でございます。 

 平成２８年度における特定健診受診率

の向上に向けた取り組みとしましては、特

定健診受診勧奨業務としまして、電話及び

はがき等による受診勧奨を、前年度に引き

続き行ってまいりました。平成２８年度に

つきましては、受診勧奨の対象者をがん検

診の無料対象の節目年齢の方、また４０歳

到達による特定健診が初めての方あるい

は退職して国保に初めて入られる方、そう

いった方をグループ分けする中で、優先的

な受診勧奨を行ってまいりました。 

 平成２８年度における特定保健指導の

ほうにつきましては、先ほど大幅に向上し

たということでございますが、これにつき

ましては、平成２８年度、新たに前年度の

健診結果から保健指導の対象に該当する

方を抽出しまして、健診の当日に保健指導

実施に向けた初回面談を行うと、こういっ

た効果が見られます。健診当日は健康意識

も高いため、その後の保健指導につながっ

たと考えております。 

 課題としましては、やはり特定健診の受

診率の維持向上かと思います。 

 受診率が低迷している理由としまして

は、やはり対象被保険者の減少の中で、特

に受診率が比較的高い年齢層の対象が減

っておられる、後期高齢者に移行されてい

るといった部分もございます。あと、４０

歳代、５０歳代の方の受診率が低いという

ところが原因かと考えております。 

 その中で、引き続き受診勧奨を継続的に
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は行ってまいりたいと考えておりますが、

やはり医療機関別で見ましても、これも去

年もご指摘いただいた部分ではございま

すが、個別医療機関における受診率が低い

というところが今年度も見えてきており

ますことから、また個別の医療機関のほう

にも、今年度のポスター掲示とかお願いし

ておりますが、さらなる勧奨のほうの連携

をしていきたいと考えております。 

 ２点目の交付金のほうの話でございま

す。 

 国民健康保険の交付金の獲得でござい

ますが、国の特別調整交付金というところ

で交付を受けております。これにつきまし

ては、特別調整交付金の中で経営努力とい

う部分が一部評価として交付されること

となっております。経営努力分につきまし

ては、府内の市町村のうち、国保保険者と

して適正かつ健全な事業運営に積極的に

取り組む、１５の保険者、３分の１の市町

村のみが交付対象となっており、本市にお

きましては、昨年度に引き続き６，５００

万円の交付をいただいております。これま

でも平成２２年度から平成２８年度、この

７年間のうちで６回、ご推薦をいただきま

して、総額で約３億２，３００万円の交付

を受けており、そういった積み上げにより

まして、累積赤字の解消や本年度の収支に

つながってものではないかと考えており

ます。 

○増永和起委員長 南野委員。 

○南野直司委員 受診率について、４０代、

５０代の比較的若い世代の方の受診率が

低いというご答弁もあったわけでござい

ます。何よりも早期発見、早期治療がやは

り重要なことだと思います。国保に加入さ

れておられる方というのは、毎日の仕事で

なかなか検診に行く時間もないかと思い

ますけども、私自身も保健センターの方か

らお電話を頂戴いたしまして、日にちを決

めてセット検診等々、毎年受けさせていた

だいているんですけども、一つ一つの積み

重ねが、一気には上がらないと思いますけ

ども、受診率向上に一つ一つ、つながって

いくと思いますので、さらなる受診率の向

上に向けて取り組んでいただきますよう、

要望としておきます。よろしくお願いいた

します。 

 それから、経営努力に対しての特別調整

交付金のご答弁をいただきました。わかり

ました。平成３０年度から実施されます都

道府県単位化も見据えていただきまして、

今後も健康保持、増進事業の推進や啓発、

そして資格等の適用の適正化に取り組ん

でいただき、健全な財政運営をよろしくお

願いいたします。要望としておきます。 

○増永和起委員長 南野委員の質問が終

わりました。 

 ほかにありませんか。 

 弘委員。 

○弘豊委員 それでは、私のほうからも数

点お聞きしておきたいと思います。 

 最初に、歳入の点で、国民健康保険料の

それぞれの現年度分等々ありますけれど

も、中に未還付金ということで、決算書１

９ページの歳入のところに記載されてい

る部分が括弧書きでそれぞれ３４０万７，

７２０円、また滞納繰越分では５万９，４

０９円、退職被保険者分として１万２，９

５０円ということで上げられております

けれども、この分の手続というか、種類と

いうか、そういうのがどういうふうにされ

ていくのかということをお聞きしておき

たいと思います。 

 それと、続いて同じ歳入の１８ページの

一番下で、国庫補助金の財政調整交付金に
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なります。南野委員からも今質問がありま

した。これは普通調整交付金と特別調整交

付金というようなこと、特別調整交付金の

ところの一部のことを今説明いただいた

のかなというふうに思うんですけれども、

私のほうからは、国の調整交付金、それか

ら次の２０ページ、２１ページのところに

は、大阪府のほうの財政調整交付金の特別

調整交付金ということで上げられている

金額がありますが、さまざまインセンティ

ブ等々の話とかもこれまでにもあったか

と思うんですけれども、どういったところ

の基準でここのところを決められている

のか、国の対象になる項目、大阪府の対象

になる項目について聞かせていただけた

らなというふうに思っております。 

 それから、続きまして歳出のほうで、一

連の医療給付費、療養給付費が執行されて

いっているかと思うんですけれども、予算

額との差額が結構大きいというふうに思

うんです。被保険者の数が減っていること

とか、また診療報酬の改定とか、そういっ

た影響もあってということなのかなとい

うふうに思っているんですけれども、この

ところの差額についてのとらまえをお聞

かせいただきたいなというふうに思って

おります。 

 それから、４点目ですが、黄色い冊子で

「摂津市の国保」という分を先日配付され

て、中を見せてもらっているんですけれど

も、１９ページの２６番の項目に、返納金

の事務処理状況というのが記されており

ます。以前、私、民生常任委員会に所属し

ていたころには、ここの返納金処理のとこ

ろで、未済額というのはずっとゼロになっ

ていたんじゃないかなというふうに記憶

しているんです。それが平成２５年度以降、

ここずっと件数がふえているなというふ

うなことが気になっていまして、そこらあ

たりの状況について、この際、聞いておき

たいなというふうに思っております。 

 とりあえずその点、４点お聞かせくださ

い。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、まず１点

目の保険料の未還付分のご質問でござい

ます。 

 保険料の未還付分につきましては、健康

保険の資格を喪失されたことによって支

払い過ぎがある場合、お返しさせていただ

く分でございます。基本的には、お手続い

ただいた翌月に還付通知ということで、保

険料のお支払いの還付がありますよとい

うことでご通知させていただいています。

その中で、お手続が出納閉鎖までに来られ

なかった分につきましては、未還付分とし

て翌年度に繰り越しするという流れとな

っております。どうしても３月、４月は転

出等が多い時期でございます。そういった

部分で、５月に出納閉鎖となって、その間

にお手続に来られないということであれ

ば、還付未済として、翌年度に繰り越され

るというものでございます。 

 続いて、財政調整交付金、特別調整交付

金の内容についてでございます。 

 国の特別調整交付金でございますが、こ

ちらにつきましては、特殊な事情や国の推

進する事業に対して交付されるものでご

ざいます。本市が交付対象となっているも

のにつきましては、非自発的な失業による

軽減が多いとか、２０歳未満の被保険者に

係る財政的な影響、保健事業の各種の取り

組みといった部分が特殊事情という部分

で交付を受けています。それと、先ほど申

しました経営努力という部分で、国のほう

の特別調整交付金をいただいております。 
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 国の特別調整交付金の経営努力の内容

としましては、大きく五つに分類されてお

ります。評価の項目として５項目ございま

して、１点目として適用の適正化となって

おり、こちらにつきましては、居所不明の

方の調査や退職者医療制度の適用の適正

化といったものでございます。いわゆる資

格の適正化の部分でございます。次に、給

付の適正化がございます。これは医療費通

知を実施している、またレセプト点検につ

いての評価となっております。３点目とし

まして財政対策状況で、これは単年度の収

支や保険料限度額の設定状況、収納率の向

上といった部分が評価の対象となってお

ります。４点目、保健事業の展開では、特

定健診、保健指導の実施状況といった部分

で、最後にその他となっており、被保険者

への啓発や事務処理状況といった部分が

国の特別調整交付金のうちの経営努力の

評価項目となっております。 

 次に、府の評価でございますが、府の特

別調整交付金につきましても同様の内容

にはなってきますが、国保事業の安定化に

資する事業の実施状況や国保財政に影響

を与える特別な事情に対して交付される

もので、大阪府の交付基準では、財政健全

化の確保、向上、広域化の推進、保健事業、

この３点で交付の評価がされております。 

 ３点目、療養給付費の差額のとらえ方で

ございます。 

 予算の積算時におきましては、過去の給

付費と被保険者数の動向、この両面から推

計して予算の見積もりをいたしておりま

す。平成２８年度の予算編成時点におきま

しては、まだ平成２７年度が確定しており

ませんでしたことから、平成２５年度、平

成２６年度の伸びを参考に計上したとこ

ろでございます。一般被保険者１人当たり

の給付費の伸び率では、平成２５年度は３．

５％、平成２６年度は５．９％となってお

りました。そのため、平成２８年度におき

ましても、一般被保険者の療養給付費の伸

びを３．２％と見込み、被保険者数の減少

も加味した中で、総額では３．２％の減と

して予算を計上したところでございます。

結果的に、１人当たりの給付費の伸びが１．

３％と、見込みを下回る結果となったこと

から、不用額が発生したと。しかしながら、

一般被保険者につきましては、大体、執行

率で申しますと９７％から９８％になっ

ておりましたので、一定、予算編成としま

しては適正であったのではないかなと考

えております。 

 続きまして、「摂津市の国保」について、

返納金の未済額についてでございます。 

 返納金につきましては、就職や、先ほど

言いました社会保険や市外へ転出、そうい

ったことで国保を喪失されたにもかかわ

らず、摂津市の国民健康保険証を使って受

診されたという場合について、被保険者で

あった方に医療費を返還していただくも

のでございます。返還いただいた場合は、

本来使用すべき社会保険なり転出先の市

町村の国保に療養費の申請をいただくこ

とにより、基本的には、本人のほうには返

ってくるという流れにはなっております。

性質上、一旦、本人のほうに請求という形

でお支払いいただくようにお願いしてお

ります。しかしながら、国のほうでも、本

人から同意をいただくことで、保険者間で

医療費を調整するという仕組みですね、こ

れができましたことから、歳入のほうにつ

きましても、毎年増額という形で決算とな

っております。ただ、未済額につきまして

は、一旦請求をさせていただくことで、な

かなかお支払いいただけない方、また転出
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先に通知しても居所がわからないといっ

た方も出ておりますことから、未収額につ

いても出てくるという状況となっており

ます。こちらにつきましても、督促状等を

送るなどして回収に努めておるところで

ございます。 

○増永和起委員長 弘委員。 

○弘豊委員 そうしたら、続いてお聞きし

ておきたいんですけれども、最初の還付金

の返還というようなことの中で、出納閉鎖

の期間と、それで手続もされていくという

ようなことなんですけれども、滞納繰越分

のところにもあるというようなことです

から、ここらあたりは結構、年度をまたい

でこういうのが残っていっているのかな

というふうなことを思うわけであります。

もう一度、件数としてどれぐらいあるのか

ということ、それから還付金が発生したと

きに、本人へのお知らせ、通知は書面で通

知がされるんだろうと思うんですけれど

も、それに対して反応がなかったときの扱

いについてということで、２点お聞きして

おきたいと思います。 

 次に、財政調整交付金のことなんですけ

れども、国の特別調整交付金のことはわか

りました。大阪府の調整交付金の中で、や

っぱり気にかかるのは、国保の府内広域化

推進というふうなことがそこの中に含ま

れていくというふうなことなんですけれ

ども、広域化推進ということを具体的に、

中身はどういうことなのか、どういうこと

をやっていると、こういった推進をしてい

ることになるのか。また、私なんか、広域

化を進めるべきでないと反対している立

場からすると、なかなか広域化に積極的で

ない自治体も中にはあるというふうなと

ころだったら、特別調整交付金なんかは受

けられないというふうになっているのか、

そこのところ、改めてお聞かせいただきた

いというふうに思います。 

 ３番目に、医療給付費の問題なんですけ

ども、予算と決算とでは当然、ぴったり合

うというようなことにはならないという

ふうに思うんですけれども、ここのところ

のやっぱり差が黒字分として残っている

のかなというふうに見えるんですけれど

も、それで言いましたら、平成２８年度で

いったら、診療報酬の改定ということがあ

ったわけですよね。また、先日報道もされ

ていますように、また来年度に向けても診

療報酬がまた引き下げの方向でというこ

とをおっしゃられています。そういったこ

とでいうと、今の見込み、この時点でとい

うのも何ですけれども、これから来年度の

予算編成に向けて作業をしていかれる分

においては、１人当たりの医療給付費の伸

び率みたいなこと、そういうようなことを

どういうふうにとらえておられるのかな

ということを聞いておきたいと思います。 

 それと、４点目で聞きました返納金の事

務処理ということですけれども、お答えの

中で、保険者間の調整をする制度ができた

ということ、これは、この間の推移からし

てみたら、平成２５年度あたりにそういう

ことができてきたのかなというふうに思

うんですけれども、それにしても件数が、

そのことによって多くなっていくという

のがもうひとつよくわからないんですが、

資格喪失というと、国保から他の保険に切

りかわる、後期高齢者とか、そういうよう

なところも含めてなのでしょうか。ケース

がこれだけふえてくるのがどういう状況

の中で起きているのかというようなこと、

もう一回お聞かせ願えないでしょうか。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 まず、１点目の保険
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料の未還付分のご質問でございます。 

 件数につきましては、集計をいたしてお

りませんので、お答えができかねます。勧

奨についてのほうでご説明をさせていた

だきます。 

 未還付分につきましては、なかなかやは

り還付の通知を送っても、亡くなられたと

いった方もおられます。通常、窓口のほう

でお手続いただきましたら、還付が発生す

る方については、還付となりますというこ

とで、翌月にご案内がいきますというご説

明をさせていただいた上で、翌月に還付通

知を発送しております。しかしながら、先

ほどの資格の適正化のところでも申しま

したように、窓口でお手続をされずに転出

される方等がおられますので、こういった

方については、郵送で資格のほうを処理さ

せていただきましたというご案内の中に

還付が出る方については、還付通知も改め

て発送いたしますということで、ご説明の

内容としてお送りはしております。そうい

ったことも努力はしておるんですが、未還

付はどうしても残ってしまうという状況

でございます。 

 続いて、府の財政調整交付金の広域化の

推進の評価の中身でございます。こちらに

つきましては、平成３０年度から都道府県

単位化とはまた別の部分でございまして、

平成２９年度までの広域化ということで

評価されております。評価の中身としまし

ては、目標収納率の達成状況、また口座振

替の推進、コールセンターなどの収納対策

といった部分の評価、またレセプト点検、

療養費適正化などの医療費の適正化です

ね。大阪府全体で底上げをするという取り

組みですね、こういった部分が府の特別調

整交付金の広域化に関する評価の内容と

なっております。 

 ３点目、療養給付費の伸び率のお話でご

ざいます。 

 給付費の伸びに関しましては、これまで

も１人当たり医療費、１人当たりの給付費

を推計して予算を計上してきたところで

ございます。しかしながら、被保険者の大

きな変動というところがここ数年、そうい

った傾向になっています。その中身におき

ましても、７０歳以上の方の減少、お若い

方の減少、そういった方によって、７０歳

以上の方につきましては、やはり１人当た

りの医療費というのはどうしても高くな

っております。１人当たりの中身におきま

しても、やはりそういった年代の方の分析

をもう少し細かくとらえて、今後、給付費

を計上していく必要があるかなと考えて

おります。 

 ３点目の返納金が増加している理由と

いうところでございます。こちらにつきま

しては、保険者間調整という制度ができた

ということは、非常に大きい状況ではござ

います。また、それとは別に、３本の柱と

いうことで、医療費の適正化ということで

ご説明もさせていただきました。なかなか

ここに手が回らなかった部分も確かに過

去ございまして、そういった意味でいきま

すと、医療費の適正化にも力を入れさせて

いただいて、こういった保険者努力、保険

者間調整というのが後押しもある中で、金

額が増加していったということで、こうい

った推移となっているということでござ

います。 

○増永和起委員長 弘委員。 

○弘豊委員 それでは、３回目、聞いてい

きますが、未還付金の問題につきましては、

事務処理上、どうしてもやむを得ない、そ

ういうケースももちろんあるのかなとい

うふうに思っておりますが、取り過ぎた保
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険料というふうなことには一定なってい

るのかと思うので、適切にやっぱり本人に

戻していくというふうなことは大事なこ

とだというふうに思います。 

 また、なかなか滞納とかの徴収のほうは、

コールセンターとかを通じて、電話で納め

てくださいというようなことは言えるん

ですけども、還付金があるから取りに来て

くださいというようなことまでいうと、何

か還付金詐欺みたいなね、昨今はそういう

こともあるので、なかなかやれないのかな

ということも思ったりしますが、本人の状

況等々、つかむ努力をされているというよ

うなことですので、そこのところはしっか

りとやっていってもらいたいというふう

には思います。この点は結構です。 

 ２番目の特別調整交付金のことですね。

今、お話を聞きまして、大阪府の広域化推

進の部分というふうなことの項目、今、述

べられた項目だったら、とりわけ広域化を

推進していくためにというふうなことに

なるのかな、どうなのかなというふうなこ

とを思ったんですよ。国のいわゆる経営努

力分というふうなことも、言ってみれば、

同じじゃないですか、そこのところについ

て言いましたら。そこらあたりで、とりわ

け大阪府は、ここのところで、ここの自治

体は広域化についても協力的でないとか、

そういうようなことを言って、調整交付金

が減額になるとか、そういうケースはある

のかどうか、この際ですので、聞いておき

たいというふうに思います。 

 それから、保険給付費のほうの伸び率

云々の問題は、やっぱり細かい分析もしな

がら、より決算額に近づくような予算立て

というふうなことになるようには考えて

おられるんだろうなと、聞いて思いました

けれども、ただ、やっぱり保険料を算定す

るときに、ここのところの見積もりという

ふうなことというのは、これまでも随分と

やってこられたと思うんですよ。赤字が続

いていたときに、これでは保険給付に届か

ない、していくのに足りないからというこ

とで、保険料の引き上げを、おととし、そ

の前にやってこられたんじゃないかなと

いうふうに思うんですが、その結果、蓋を

あけてみると、平成２７年度、平成２８年

度は黒字でというふうなことで、３億円ほ

ど今、累積で出てきているわけで、本来や

ったら、私どもはこれをやっぱり引き下げ

ていくべきじゃないのかということも思

いますし、来年の見通しというふうなこと

も、そういった点では、これから予算組み

していく関係では大事なことだというふ

うに思っているんです。 

 今後、広域化があるから、なかなか来年

度は値下げはというふうなことも思って

おられるのかなと思いますけども、それで

もやっぱり今の被保険者の苦しい生活の

中で、保険料に苦労されているということ

を考えたら、ちょっとでもそこのところに

手当していくというようなことも考えて

いく必要があるんじゃないかなというふ

うに思っています。もう一度、この点につ

いては、来年度どうお考えかということに

ついて、少し聞いておきたいというふうに

思います。 

 それから、４番目の返納金の事務ですが、

今のお答えでしたら、本来、以前からもっ

と件数はあったのではないのかなという

ふうなことだけれども、そこまで事務の手

が足りなかったみたいに聞こえるんです

けれども、そういうことなのでしょうか。 

 保険制度の中身もころころと、この間、

企業のところから、老人医療から切りかわ

ってとかいうようなこととかもありまし
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たから、いろんなケースがあるんだと思い

ますし、社保のほうに振りかえていくとい

うようなことの中の一連の動きとかがあ

るというのは認識しているんですけれど

も、以前、やるべきことができていなかっ

たというふうなことだったら、そこらあた

り、もう少し詳しく聞いておきたいという

ふうに思うんですが、よろしくお願いいた

します。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 ３回目のご質問に

ご答弁させていただきます。 

 まず、広域化に伴い、協力的でないとこ

ろに特別調整交付金がどうなのかという

ご質問でございます。 

 先ほど申しましたとおり、大阪府の特別

調整交付金のメニューのうちの広域化の

推進という部分につきましては、収納率の

向上や医療費の適正化という部分の取り

組みについて評価となっております。当然

ながら、これは広域化する、しないに関係

なく、保険者としてやるべき課題でござい

ます。ですので、ここについて広域化に協

力する、しないというのではなく、保険者

としてはどこの市町村も頑張って取り組

んでいる内容ではないかと思います。そう

いった取り組みを充実させていくことに

よって、府内の医療費に全体の抑制なりが

出てきて、平成３０年度からの広域化につ

いても、できるだけ給付費が抑えられて、

保険料への影響が少しでも抑えられるの

ではないかなと考えております。 

 続きまして、給付費の部分で、保険料が

黒字というところで、来年度の考えという

ご質問でございます。確かに平成２７年度、

平成２８年度と収支黒字ということで、決

算のほうを計上させていただいたところ

でございます。この黒字につきましては、

やはり来年度、保険料広域化という部分が

出てきます。試算のほうでもお示しさせて

いただいておりますが、少し上がるのでは

ないかということも危惧しております。 

 そういった中で、やはりなるべく市とし

ても激変緩和ということをしっかり６年

間やっていきたいと考えておりますので、

できる限り黒字を活用した上で、激変緩和

をできたらと現場のほうでは考えており

ます。 

 最後に、返納金のほうの部分でございま

す。 

 先ほど申しましたように、確かにこれま

でちょっと取り組みが甘い部分がござい

ました。どちらかといいますと、これまで

返納金につきましては、レセプトの返戻と

いうものがございます。資格の喪失された

場合に、いわゆる本人にお金を返してくだ

さいということで請求するのか、医療機関

のほうにレセプトの請求のし直しをして

くださいというのか、二つに分かれます。

レセプトを返戻させていただければ、本人

のほうに請求せずに済んだということで、

これまで医療機関のほうにお願いしまし

て、レセプトの返戻に力を入れてきたとこ

ろでございます。しかしながら、医療機関

のほうにおきましても、やはり本人のほう

の保険証の提示があったということであ

れば、近年、返戻を受けていただけないこ

とが多くなってきております。そういった

こともあり、本人への請求もふえたという

こともございますので、そちらのほうにも

力を入れていっているという状況でござ

います。 

○増永和起委員長 弘委員。 

○弘豊委員 今の返納金の最後の部分の

ところが、しっくり腑に落ちているという

ことになりにくいんですけれども、ただ努
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力されて、今、適正な形で事務処理をして

いく状況に改善していっているというふ

うなことからいいましたら、前向きな努力

をされてきているというふうなことだと

受けとめておきたいというふうに思いま

す。ただ、以前がどうだったのかというよ

うなことは、しっかりと踏まえながら、ま

た次に生かしていくような努力も引き続

きお願いしておきたいなというふうには

思っております。 

 ちょっと戻りますけれども、財政調整交

付金のところの普通財政調整交付金と特

別財政調整交付金がそれぞれあって、それ

で特別調整交付金のほうがいろいろと計

算のやり方というようなことがあって、自

治体にそれぞれインセンティブ、競争させ

ていくというふうなことでこれまできて

いるのかと思うんですけれども、そこのと

ころで、とりわけこういった推進というよ

うなことがタイトルとして上がって、決し

てそれに向けて努力しているわけではな

いけれども、交付金を受けるときには、そ

ういうことでもらっているということに

なったら、これをもらったら、やっぱり広

域化を応援しないといけないのかなとな

ってしまうような、そういう仕組みという

か、ものにもなっていやしないのかなとい

うようなことを今聞いて思いました。 

 また、ペナルティのことについては今特

にふれていなかったのかなというふうに

も思うんですけれども、やっぱりそういっ

たことも、確か以前、お聞きしたときには

あったんじゃないのかなというふうに思

ったんですが、ちょっと確認の意味で、そ

こはないのでしょうか。 

 経営努力ということで、これが随分とや

られているというようなことなんですけ

れども、そこの点については一定評価する

のですけれども、実際、広域化に、大阪府

の進める方向になったときに、そういう努

力は今後反映していかないようになって

くるのか、市民の納める保険料率なんかの

ところについては横並び、一律にというよ

うなことになっていくのかと思うんです

けれども、そこらあたりのところについて

も、ちょっと再確認で聞いておきたいと思

います。 

 あと、給付費の伸び云々の話からしまし

たら、本来だったら、黒字分を市民に還元

する、保険料の引き下げというようなこと

をやっぱり私たちは思っています。他市と

比べて、今の摂津市は、やっぱりさまざま

努力もして、値上げの抑制というようなこ

とをやってこられたというふうには思う

んですよ。なかなか引き下げをというよう

なことにはこの間、なってきませんでした

けれども、でも、ようやくそういう黒字が

出て、値下げにできるんじゃないのかなと

いう材料が出てきたときに、もう広域化と

いう状況の中では、そこのところは本当に

何とも言いがたい部分があるんですが、で

も、やっぱり私たちとしては、結局、保険

料率決定の、財政的に権限を持っているの

は市町村だというようなことで、そこのと

ころは市民に還元するほうに使いたいと

いうような、そこの立場を持ち続けていっ

ていただきたいなというふうに思ってお

ります。 

 １点だけ、答弁お願いします。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、特別調整

交付金のご質問のところでございます。 

 広域化について、もらっているから引け

目を感じないかという部分は、これは全く

引け目を感じておりません。努力した結果、

いただいておりますので、これはしっかり
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と活用しております。 

 ペナルティについてでございますが、平

成２７年度から保険財政共同安定化事業

という、１円以上の医療費について、府内

で共同で拠出し合うという制度が拡充さ

れております。ここについて、調整交付金

の中で激変緩和がとられることが決めら

れております。保険料の適正な設定をして

いるというのが条件となっておりますの

で、保険料を据え置いている、条例に基づ

かない保険料率を設定しているという場

合には激変緩和を受けられないというよ

うな形になっております。 

 本市におきましては、保険料率につきま

しては、条例上の保険料率に改定しており

ますことから、平成２７年度、平成２８年

度ともに交付は受けております。 

 それと、広域化後のこういった特別調整

交付金の状況でございますが、ここにつき

ましても、同じような仕組みではございま

すが、保険者努力支援制度、インセンティ

ブ事業というのが、先日、ご報告させてい

ただきました広域化運営方針の中でも少

しふれられておりますが、いわゆる収納努

力とか保健事業の努力、こういった部分の

取り組みを評価して、インセンティブを持

たせて交付を受けられるという仕組みが

つくられることとなっております。 

○増永和起委員長 弘委員。 

○弘豊委員 わかりました。 

 最後になりますけれども、広域化云々の

話では、先日、協議会の中でもいろいろご

説明があったかというふうに思うんです

けれども、言うべきことはしっかり言って、

それが結果、市民のためにつながっていく

ようにという立場を堅持していってもら

いたいと思うわけでございます。今後の財

政や国保会計のあり方の中でも、インセン

ティブ事業というようなことで、そういう

ふうにあるけれども、それが市民の直接納

める保険料とか、そういうようなことにか

かってこないということだったら、やっぱ

りそれはどうなのかというふうにも思う

わけで、そこらあたりのところ、制度の中

身について言える場所もそんなに多くは

ないのかなというふうに思うんですけれ

ども、そんな中でも、やっぱりしっかりと

市の立場として、市民の声を代弁して訴え

ていっていただけたらなというふうに思

います。 

○増永和起委員長 弘委員の質問が終わ

りました。 

 森西委員。 

○森西正委員 それでは、平成２８年度に

おきましては、医療費の適正化、資格の適

正化、収納率の向上の３本柱ということで、

国保財政の健全化に取り組んでまいりま

したというところでありますけれども、ま

ず収納率の向上というところで、決算概要

で１９６ページに、国民健康保険料等収納

推進員賃金ということで出ております。こ

の方の仕事の中身を教えていただきたい

というふうに思います。 

 その下ですけれど、コンビニ収納代行業

務委託料ということですけれども、コンビ

ニによって、全体の収納率の中でコンビニ

はどの程度あるのかというところと、それ

と口座振替とコンビニ、それと銀行に納め

に行かれる部分があって、そのほかにある

のかどうかですけれども、その比率を教え

ていただけたらというふうに思います。 

 電話催告等業務委託料ですけれども、先

ほど他の委員も質問をされておりました

けれども、データがあればお答えをいただ

きたいんですけれども、これは催告ですか

ら、納められていない方に対して電話をす
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るということだというふうに思うんです

けれども、電話をする前と催告電話をして

から、例えば電話は何件の電話をして、そ

れが何件の方が納めるようになったかと

いう、そういうふうなデータがあるのか、

お答えをいただけたらというふうに思い

ます。 

 それと、総合計画の中に、市民や事業者

が健康づくりや健診受診を積極的に行う

ことで、国民健康保険被保険者１人当たり

の医療費が増加から減少に変わりますと

いうようなことで書かれておりまして、決

算概要の２０２ページに特定健康診査等

委託料が出ております。その下には、若年

者検診委託料ということが出ております

が、これ、特定健康診査等の委託料では、

多くの残額も出ております。その点ですね。

先日、健康まつりが開催をされまして、私

も参加をさせていただいたんですけれど

も、その中で受診率という部分が、他の市

町村と比較をされて出ておりました。摂津

市が他市に比べて高くもなく、他市で、特

に箕面市は高い受診率の数字が出ており

ました。なぜ箕面市が高いのかというとこ

ろの受診の仕方とかという部分が、市民へ

のＰＲとか、そういうふうなことが箕面市

と摂津市では違うのか、その点をお聞かせ

いただきたいというふうに思います。 

 それで、事務報告書の中で、２１４ペー

ジなんですけれども、療養の給付というと

ころがございまして、入院、入院外、歯科、

調剤、食事療養、訪問看護、合計というの

があって、被保険者数１人当たりの費用額

という数字が出ております。１人当たりの

費用額ということで、平均が３万１３５円

という数字が出ておりまして、総合計画の

中に被保険者１人当たりの医療費という

ことで、平成３２年度が３０万円の目標で、

３０万何がしの数字が出ておりまして、こ

の出ている数字と１人当たりの費用額の

３万円という数字の違いというか、計算の

違いというのを教えていただけたらとい

うふうに思いますので、よろしくお願いし

ます。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、森西委員

のご質問にお答えさせていただきます。 

 まず、収納推進員の業務の内容につきま

しては、これまで２人体制ということで推

進してきました。その中で、窓口や電話で

の納付勧奨、事務の補助、未申告の方への

申告勧奨という部分に特化してこれまで

やってきておりましたが、近ごろ、資格と

か給付、そういった多くの知識を生かしな

がら、納付相談といった部分で、窓口のほ

うで相談する機会がふえてきております

ので、そういったところをメーンにやって

いただいておりました。しかしながら、業

務の内容としまして、これまで一般事務の

嘱託員と内容が同じようになってきまし

たので、平成２９年度につきましては、収

納推進員制度を廃止しまして、一般非常勤

を雇用しまして、窓口での納付相談や事務

の補助、そういった部分を担っていただい

ております。 

 続きまして、コンビニ収納についてでご

ざいます。 

 まず、口座振替等、納付区分別の収納の

状況でございます。これにつきましては、

世帯別の割合で申しますと、口座振替で納

めていただいている方が４２．７％、特別

徴収の方が１６％、それと、自主納付の方

が４１％となっております。この自主納付

の中に、銀行に納めに行かれる方とコンビ

ニ交付というのがまじっております。その

うちのコンビニで納めていただいている
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割合でございますが、約２８％がコンビニ

で収納されております。これは件数割合と

なっております。収納割合でいいますと、

コンビニは約１９％の収納割合になって

おります。 

 それと、電話催告についてでございます。

電話催告の、これは架電の件数になります

が、毎月約１，５００前後、電話をかけて

おります。年間でいいますと、２万２，４

００件ほどの電話をコールセンターから

被保険者のほうにお電話させていただい

ております。その中で、約束できたという

金額で集計をとっております。お支払いく

ださいということでお約束をいただいた

額で申しますと、年間３，９２６万円のお

約束の金額となっております。 

 続きまして、特定健診の部分でございま

す。箕面市との違いというところでござい

ます。平成２８年度につきましては、先ほ

ど申しましたとおり、１１月に法定報告と

いうことで、まだ全体の公表はされており

ません。平成２７年度の実績で申しますと、

摂津市が３１％、箕面市が３７．８％、府

内平均が２９．９％という結果となってお

ります。ちなみに、保健指導のほうで申し

ますと、箕面市は１８．８％、摂津市が２

０．３％、府内平均が１５％という状況と

なっております。 

 箕面市の高い理由というのが、なかなか

ここは研究できていないところではござ

います。費用面で申しますと、摂津市は無

料で実施させていただいております。保健

センターの集団と個別という部分もござ

いますことから、費用や健診の体制という

部分では、そんなに摂津市が劣る状況では

ないかと考えておりますが、この差につき

ましては、箕面市に限らず、ほかの市町村

についても受診勧奨の方法、そういった部

分があり、いいのではないかなということ

もありますので、検討していきたいと考え

ております。 

 それと、事務報告の１人当たり費用額の

部分でございます。１人当たり費用額につ

きまして、事務報告については、月額とな

っております。３０万円の金額については、

こちらは年額ということで出させていた

だいておりますので、この違いにつきまし

ては、月額と年額という部分の違いと考え

ていただいたらいいかと思います。 

○増永和起委員長 森西委員。 

○森西正委員 収納率の向上に対して、ご

努力をいただいているのは十分理解をし

ておりますので、市としては口座振替にと

いうようなことで、勧奨を勧められておら

れますけれども、それでも納付される方が

口座振替ではなくて自主納付でというふ

うな方ですから、その点は、引き続いて口

座振替にというような形で勧められるよ

うに、よろしくお願いしたいというふうに

思います。口座振替の場合は１００％とい

うことになりますので、そういうふうに勧

められるように要望をしたいというふう

に思います。 

 健診の件ですけれども、この前、がんの

部分に関しては、５０％近くの、何かそう

いうふうな数字も出ておったと思います。

５０％ということは２人に１人というこ

とですから、対象市民の方の２人に１人と

いうことは、かなりの健診率だというふう

に思いますので、ちょっと研究調査をして

いただいて、それが摂津市の中で反映でき

るものなのかどうなのかということをぜ

ひとも見ていただけたらというふうに思

います。 

 １人当たりの医療費ということですけ

れども、これは３万１３５円ですから、掛
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ける１２か月をすればいいということに

なってくるんですかね。１２か月だったら、

３６万円になってくるんですかね。この点

が、やはり年々ふえてきているように思い

ます。平成３２年度が３０万円ということ

で、目標を掲げられておられます。その点

をどうやって年々、医療費がふえていると

ころを抑制をしていくかというところだ

と思うんですけども、これ、国保の摂津市

だけのを見ていますからですけれども、こ

れはここだけではなくて、北摂とか大阪府

全体とかいうような、そういうふうなとこ

ろをやはり抑制をしていかなければなら

ないというふうに思いますし、ここで見て

いますと、入院でしたら、事務報告書で５，

０６４件の件数があって、費用額が３０億

円ですから、それを考えると、１件当たり

の入院費用にかかった金額はということ

になってくると、膨大な金額であります。

入院外が１８万５，０００件で２９億円と

いうことでありますから、入院と入院外と

比べると、１件当たりにかかる金額が膨大

になってくるわけですよね。そう考えると、

入院にかかる費用をやっぱり抑制してい

かなければならないというふうに思うん

ですけれども、医療費全体で、例えば医薬

品をジェネリックに変えていったとかい

うふうな部分で医療費の抑制、例えば医師

会全体でとか、そういうふうなことでまと

まって推進をしていったというふうなこ

とでございます。例えば、医療にかかる部

分を過度な医療、その部分をどうやって抑

制していくのかというところを、これは行

政としてどうできるのかというところが

あると思うんですよ。これは、摂津市では

３次医療、２次医療というのがないので、

１次医療というふうなことになるんです

けれども、例えば市民の方が市外の病院を

使われたときに、そういうふうな医療行為

になったときに、どういうふうに抑制をし

ていくのかと。本当に必要な医療であれば、

必要だというふうに思いますけれども、摂

津市だけではその点の抑制ができないと

いうところを他市なり大阪府とか、もっと

大きな広域な範囲でどういうふうに抑制

に取り組んでいくというふうなことを摂

津市として取り組んでいるのか、その点を

お聞かせいただきたいと思います。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、医療費の

抑制という部分でございます。 

 なかなか難しいテーマではございます。

やはり高齢化になっていくに連れて、１人

当たりの医療費は年齢ごとに高くなって

いきます。ちなみに後期高齢者で申します

と、１人１００万円かかると言われており

ます。そういった中で、いかに医療費を抑

制していくかという部分でございます。過

度な医療費請求という部分で申しますと、

やはりレセプトの請求というものがしっ

かりルール化されておりますので、ここに

ついては、当然ながら認められない診療行

為、医療費請求についてはレセプト点検の

ほうでチェックさせていただいておりま

す。平成３０年度以降につきましても、広

域化となってまいりますので、そういった

部分を大阪府全体で取り組む、強化をして

いくという部分もございます。当然ながら、

必要な医療は受けていただかないといけ

ませんので、そこについては、しっかりと

医療確保はしていただかないといけない

と考えております。やはり医療の抑制とい

う部分でございますと、長期の視野でござ

いますが、特定健診なりで早期の受診勧奨、

入院に至らない形で、早期発見、早期受診

という、ここにしっかり取り組んでいくべ
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きではないかなと考えております。 

○増永和起委員長 森西委員。 

○森西正委員 抑制というのはなかなか

難しいというふうに思います。医療機関が

身近な地域ほど、医療費が多額になってい

くというようなところがございます。近く

に医療機関がないところは、それはやっぱ

り頻繁に医療機関にかかることができな

いからという部分もあろうかと思います。

近くに医療機関があるから、それだけ早期

発見、早期治療ができるというところだと

思うんですけども、医療費抑制、これは国

保だけでなく、ほかは健保の保険もあるわ

けですし、企業の保険もあるわけです。こ

れは今、国保の部分だけを見ていますけれ

ども、市民からすると、国保だけでなく、

さまざまな保険であって、医療機関にかか

るのは、ただ保険がどこの保険に入ってい

るかだけであって、医療にかかる場合は、

さまざまな保険に入られている方が結局

かかられるわけですから、全体でもって、

医療費の抑制というのを、言うたら国保だ

けでなく、さまざまな保険を含めて、医療

費の抑制というのを取り組んでいかなけ

ればならないというふうには思いますの

でね。 

 私個人としては、国保の大阪府の一元化

よりも、保険は全国でもって一元化をすべ

きものだというふうに私は思っています。

京都府でかかろうが、兵庫県でかかろうが、

医療費はかかるんですよね。それが小さい

市町村によって保険料が決められて、財政

の厳しいところは高い国民健康保険料に

なるということ自身が、私はおかしいのか

なというふうに思っています。全体の保険

を通じて保険料を算出、考えていくべきだ

というふうに思いますし、それに合わせて

医療も考えていかなければならないとい

うふうに思いますので、その点、十分に、

摂津市だけのことではなく、地域全体とし

て考えて、また摂津市として声を府なり国

に挙げていただきたいというふうに思い

ますので、その点はよろしくお願いをして、

要望として、質問を終わりたいと思います。 

○増永和起委員長 森西委員の質問が終

わりました。 

 ほかにありませんか。 

 村上委員。 

○村上英明委員 それでは、何点かだけご

質問させていただきたいというふうに思

います。 

 決算書の歳入の部分なんですが、１８ペ

ージというところで、不納欠損額が計上さ

れております。１億１，０３１万３，１９

９円ということでありますけども、不納欠

損の内容についてお尋ねしたいなという

ふうに思います。 

 それと、同じ１８ページで、歳入の面な

んですが、収入未済額の部分でございます。

これはかなり、約８億円というお金が計上

されているという中でありますが、この内

容について、１回目、お尋ねをしたいと思

います。 

 ３点目でございますけども、決算書の歳

出の部分で、３３ページのところでござい

ます。後発医薬品普及促進委託料というの

が計上されております。１６万７，７９４

円ということで、平成２７年度決算よりも

若干下がっているようなところもあるん

ですが、委託の内容についてお尋ねをした

いと思います。 

 以上でございます。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 それでは、村上委員

のご質問にお答えさせていただきます。 

 １点目、不納欠損の内容についてでござ
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います。 

 平成２８年度、不納欠損としましては、

期別の件数でございますが、８，６４７件

が不納欠損となっております。そのうち執

行停止ということを経て、不納欠損にさせ

ていただいたのが、無財産の理由が３２件、

生活困窮が５７０件、居所不明が１０４件

というふうになっております。それ以外の

７，８１５件につきましては、その他徴収

不能ということで、なかなか徴収努力が至

らなかった部分となっております。 

 続きまして、収入未済の内容でございま

す。 

 収入未済につきましては、収納率でも約

１０％ほどが収入未済となっておる状況

でございます。やはり、こちらとしまして

も収納努力をいろいろさせていただく中

で、現年度分を支払い切れないと、状況が

変わられたと、そういった場合には、減免

等をご案内させてはいただいておるんで

すけども、なかなか年度内完納に至らない、

また、分割納付等も活用いただいても年度

内完納がいただけない、そういった方が収

入未済として入ってきますが、それ以外に

もやはりこちらからアプローチさせてい

ただいてもお返事がない方もおられます

ので、その辺の分類はできておりませんが、

主にそういった方々の分が収入未済とし

て上がっている状況でございます。 

 続きまして、ジェネリック医薬品の内容

でございます。 

 ジェネリック医薬品につきましては、先

発薬品からジェネリックに変えることで、

１００円以上差額が出る方、これは調剤レ

セプトから対象者を抽出させていただい

て、１００円以上の差が発生する方に対し

て通知をお送りさせていただいておりま

す。平成２８年度につきましては、合計で

５，０８１件お送りしております。昨年度

６，２４７件となっております。 

 この数が減ったという部分は、ジェネリ

ックの普及率が上がったという部分にも

影響しているのではないかなと。ちなみに、

普及率で申しますと、平成２７年度が６２．

９％、平成２８年度は６８．８％と普及率

のほうも上がっているという状況でござ

います。 

○増永和起委員長 村上委員。 

○村上英明委員 まず、１点目の不納欠損

の部分ですね、やはり国保全体としても歳

出を抑えていくという面も必要だと思う

んですけども、やはり歳入面もしっかりと

取り組んでいくというのが必要だという

ふうに思うんですね。そういう中で、例え

ば国外にでも住居を移されたとか、また住

所不明で音信不通とかいう形であれば、仕

方ない面もあるかというふうに思うんで

すけども、収入未済額の件も含めて、やは

り収入ということにしっかりと目を向け

ていくというのは大切だというふうに思

います。 

 そういう意味で、もしこれが不納欠損な

り収入未済額が収入できておれば、１０億

円近いような収入がふえるということで

ございますので、国保全体としても、８％

なりの部分を占めていくような金額とい

うことで、これを保険料に換算すれば、１

人平均数万円の減額という面にも寄与し

ていくということもありますし、一般会計

からの繰り入れも抑えられるというよう

なこともできてくるのかなというふうに

思いますので、こういう収入面も、収入と

いっても、大体９０％、９１％ぐらいで推

移していっているような状況かというふ

うに思いますけども、これからまた広域化

ということになる部分もありますので、そ
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ういう意味では、収納率というのをしっか

りと高めていっていただくということと、

不納欠損とならないような対応というこ

ともしっかりと目を向けていっていただ

きたいということを要望とさせていただ

きたいなというふうに思います。 

 ２点目のジェネリックの件でございま

す。１人１００円以上の差額が出る部分で

あれば勧奨しているというようなことで

ございますけども、この中で、１回だけお

尋ねをさせていただきたいんですけども、

例えば１００円以上の差額が出るという

部分の判断という面でなんですが、これが

レセプト点検で見ておられるのか、もしそ

れを見ておられるということであれば、レ

セプト点検の事務嘱託員の賃金が計上さ

れておられますが、この方が見ておられる

部分があるのか、そうではなくて、レセプ

ト点検を２３０万円ほど委託されている

こともあると思うんですが、その部分で見

ておられて、判断されているのかというこ

とでお尋ねをしたいというふうに思いま

す。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 ジェネリックの差

額が出る部分の判断でございますが、こち

らにつきましては、委託先のほうで判断を

していただいております。委託先が国保連

合会ほうに委託をしております。審査、支

払機関でもございますので、全データを見

る中で、そういった条件に該当する方につ

いて対象者を抽出し、案内のはがきまでつ

くっていただくという形で委託している

状況でございます。 

○増永和起委員長 村上委員。 

○村上英明委員 レセプト点検、２３０万

円ほどまだお金をかけておられるという

ことでもありますし、後発医薬品の普及委

託料も１６万７，７９４円かけておられる

ということでもございますので、そういう

意味では、患者本人もそうなんですが、医

療関係もジェネリックの部分も今以上に

普及促進ができるような、理解を深めてい

ただけるような取り組みを摂津医師会に

また要望していただくとか、行政としてで

きるところはやっていくという面で、そう

いう姿勢を見せていただきながら、歳入も

そうでございますけども、歳出を少しでも

抑えていくような取り組みというのが本

当にこれから大切だというふうに思いま

す。そういう意味では、本当に医療費が右

肩下がりになるというのは、なかなか数十

年先ぐらいになるだろうなというふうに

も言われておりますけども、これから本当

に右肩上がりが当面続くと思いますので、

そういう意味では、しっかりとした国保運

営、これから広域化になりますけども、し

っかりとやっていただくということでお

願いをして、私の質問とさせていただきま

す。 

○増永和起委員長 村上委員の質問が終

わりました。 

 ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○増永和起委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

 次に、認定第８号の審査を行います。 

 本件については、補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

 南野委員。 

○南野直司委員 先程と同じ質問になる

と思うんですけども、決算書の１５８ペー

ジ、１５９ページ、款１後期高齢者医療保

険料、項 1 後期高齢者医療保険料、目１特

別徴収保険料、そして目２普通徴収保険料、

不納欠損のところが、なるほど、特別徴収
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であればゼロ円、そして普通徴収のほうで

は２８万２，６１８円ということでありま

す。例えば２８万２，６１８円、何名かの

方だと思うんですけども、特別徴収に移行

できる方というのはいらっしゃるのか

等々を含めて、この中身を教えていただけ

ればと思います。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 普通徴収の方で、特

別徴収に移行できるかというお問いでご

ざいます。 

 特別徴収につきましては、年金額をある

一定以上もらっている方で、介護保険料と

後期高齢者保険料とあわせて年金受給額

の２分の１を超えないといった条件がご

ざいますので、基本的には、特別徴収に該

当する方は特別徴収が優先されます。どう

しても特別徴収の要件を満たさない方に

ついては、普通徴収のほうになってしまい

ますので、普通徴収の対象となっている方

が特別徴収にいけるということはござい

ません。逆に、特別徴収の該当の方が口座

振替にするということを選択された場合

は普通徴収に、そちらのほうは移れるんで

すが、普通徴収から特別徴収というのは制

度上できないということになっておりま

す。 

○増永和起委員長 南野委員。 

○南野直司委員 これは不納欠損となっ

たのは何名ぐらいいらっしゃるのかとい

うのはわかるんでしょうか。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 不納欠損の人数に

ついては、申しわけございません、カウン

トのほうが今手持ちでございません。    

滞納状況としましては、２１６名という

数字は持ち合わせておりますが、不納欠損

の件数のほうはまた後ほど。 

○増永和起委員長 南野委員。 

○南野直司委員 ２１６名の方というこ

とでわかりました。 

 丁寧な対応をしていただいていると思

いますけども、収納率の向上という観点か

らは、また引き続きよろしくお願いします。 

○増永和起委員長 南野委員の質問が終

わりました。 

 ほかにありませんか。 

 弘委員。 

○弘豊委員 私のほうから１点だけ教え

ていただけたらなと思って準備していた

んですが、これは「摂津市の国保」の資料

の中の参考資料に、平成２８年度の被保険

者間の移動なんですが、後期高齢者の医療

保険から離脱をされて国保に移られてい

る方が１名だけですけれども、いらっしゃ

るというのがここに出ているんです。ちょ

っと気になったもので、さかのぼってみま

したら、４年ほど前にも１名だけ、制度が

始まった初年度には、一定二桁の数の後期

高齢者からの離脱をされる方がいらっし

ゃいます。 

 ７５歳以上の方は必然的に後期高齢者

に移られるんですけれども、７５歳以前で

も、本人の希望の中で、一定条件のもと、

後期高齢者に入られている方がいらっし

ゃると思うんですけれども、そこの今の状

況をお聞かせいただけたらと思います。何

人ぐらい７５歳以下の方で後期高齢者の

ほうにいらっしゃるのか。また、もしわか

ればですけれども、離脱をされている方、

もちろん窓口のほうに相談があると思う

んですけれども、どういう理由というか、

いきさつがあるのか、聞かせてもらえたら

と思います。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 後期高齢の被保険
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者の方でございます。通常７５歳以上の方

が後期高齢者に、年齢では７５歳になられ

たら移行となりますが、７５歳未満の方で

あっても、６５歳から７４歳の方であれば、

障害認定を受けることで後期高齢に移行

することができます。その人数で申します

と、１３６名の方が平成２８年度、年度末

数値でございますが、おられます。 

 逆に障害認定を受けておられて、後期に

移行された方が国保のほうに戻られると

いうことでございますが、一般的には、保

険料の比較をされる方が多いかなと思っ

ています。保険料を比較されることで、国

保のほうに移ったほうが安いという場合

に、国保に戻られるというケースは、まれ

でございますが、あります。 

○増永和起委員長 弘委員。 

○弘豊委員 後期高齢者医療制度が始ま

った当初、言われたみたいに、障害のある

方で、７５歳にまだ達しないけれども、７

５歳以上の後期高齢者の制度に加入する

ことができますよという話がありました

よね。そのときに、私もあれっと思いなが

ら、でもそっちの制度に行ったほうがいろ

いろと有利な点があるからという説明も

あったりして、本人の選択だからというよ

うなことであったかと思うんですよ。ただ、

当初、入られてから、やっぱり国保に戻ろ

うというようなことがあって、この時点に

なって、またやっぱり国保に戻られるとい

うような中では、制度の中身の点というの

があるのかなというようなことを改めて

思っているところであります。 

 当初は、保険料の算定でもいろいろと特

例があって、それが今後、なくなっていく

方向とか、そういうようなものもあるわけ

ですから、現在１３６名の方がまだそうい

った形で後期高齢者のほうに移られてい

ますけれども、そういった方たちにもいろ

んな情報とか、そういうのがちゃんと伝わ

っているのかどうかなということも気に

なっておりますけれども、また制度改正、

いろんな形で周知のほうもお願いしてい

きたいなというふうに思います。 

○増永和起委員長 弘委員の質問は終わ

りました。 

 ほかにありますか。 

 森西委員。 

○森西正委員 後期高齢の全体のことな

んですけども、かつて、以前に大阪府後期

高齢者医療広域連合議会のほうに摂津市

から出させていただいて、そのときに、先

ほどの国保の件ではないんですけども、当

時、ジェネリックを勧められて、次に、先

ほどの議論ではないですが、医療費の抑制

のために、医師会に対して大阪府後期高齢

者医療広域連合議会として、やはりそうい

うふうな抑制のために働きかけをすべき

ではないかというようなことでの質問を

させていただこうというふうに思ったん

です。そうしたら、いやいや、ちょっと待

ってください、ジェネリックがようやく進

んだので、また抑制に関しては、その場で

のその質問はちょっと控えていただけま

すかというような話がありまして、質問を

控えさせていただいたんですけれども、振

り返ってみますと、そこの医療費の抑制を

どうやって進めていくかというところで、

摂津市から後期高齢の部分に関して、何か、

例えば抑制のためにこういうような働き

かけをしてほしいとか、こうしてほしいと

いうような、要望なり声というのは上げて

おられるのか、お聞かせをいただきたいと

思います。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 後期高齢の医療費
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の適正化といった部分でございます。 

 後期高齢におきましても、国保と同様に、

データヘルス計画というものを策定して

おります。その中で、後期高齢という部分

に特化した取り組みが行われております。

ジェネリックもやっておられ、また多受診

といった部分、また来年度につきましては

歯科健診、やはり歯のところが大阪府は課

題が多いというところで上げられて、歯科

の健診が共通でやられることがほぼ決定

しております。 

 本市におきましても、何か特別こういっ

たことをやってほしいというものを上げ

たということではないんですが、レセプト

というものを本市のほうでは持っており

ませんので、なかなか分析というものがで

きません。そういった中で、広域連合のほ

うでデータ分析された、そういったことで、

歯の健診というのが必要ということで、来

年度、新たに共通でやられるということに

なっております。 

○増永和起委員長 森西委員。 

○森西正委員 後期高齢のほうから、これ

だけの医療費がかかりまして、これの分だ

け摂津市からくださいよというようなこ

とですよね。それに対して、はい、わかり

ましたということで、負担をするというよ

うな形になっているわけですよね。ですか

ら、そうしたら、そこの部分をもともとの

医療費の抑制の部分に関しても、言うたら

後期高齢のほうでお任せというようなこ

とになっているのが現状です。ですから、

そこを各市町村が、後期高齢に対して何ら

かの声を出せるというか、後期高齢の財政

をよくしていくために、内容もそうですけ

れども、そのためには、各市町村の声が反

映できるようなシステムというか、そうい

うふうな部分というのをつくっていかな

ければならないというふうに思いますの

で、本市として、ぜひとも各市町村からま

ず声を受けられるようなシステムづくり

なり、声を受けたところで、それが反映で

きるようなシステムをつくっていただき

たいというふうに思います。 

 実際に私も入りましたら、各市のほうか

ら出向でといいますか、出てきて事務局を

つくっているというような状況でありま

すから、なかなか細部にわたって見きれる

というふうなことであったりとか、各市町

村によって、国保も含めて、やり方が違っ

たりとか中身が違ったりというふうな部

分をどうやって大阪府全体でまとめてい

くかという部分があります。ですから、そ

ういうふうな部分で、本市ではこうやるん

ですけれども、他市ではなかなか進まない

という部分もあろうかと思いますけれど

も、ぜひともその辺もうまくまとめられる

ように、市からも声を上げていただきたい

というふうに思いますので、よろしくお願

いします。これは、声を上げないというこ

と自身が、摂津市の市民にとってよくはな

いので、実現するかどうかは別として、声

を上げていただきたいと思いますので、よ

ろしくお願いします。 

○増永和起委員長 安田課長。 

○安田国保年金課長 声を上げる部分だ

け、ちょっとご報告だけさせていただきま

す。 

 広域連合のほうでは、また部会というの

がありまして、その中で担当者間の意見交

換をする場ができております。その中で、

給付部会と資格部会というものがござい

まして、給付部会の部分で、そういった機

会もございますので、今後、そういった部

分を活用して、声を上げていけるようにや

っていきたいと考えております。 
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 また、先ほどの南野委員のご質問で、不

納欠損の件数のほうだけお答えさせてい

ただきます。 

 後期高齢者の不納欠損の部分でござい

ます。執行停止させていただいた件数が２

件、その他徴収不能ということで２１件、

即時欠損ということで２５件、合計４８件

が不納欠損の内容となっております。 

○増永和起委員長 ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○増永和起委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

 暫時休憩します。 

（午後３時 ５分 休憩） 

（午後３時２８分 再開） 

○増永和起委員長 再開いたします。 

 認定第７号の審査を行います。 

 本件については、補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

 光好委員。 

○光好博幸委員 それでは決算概要にて

ご質問させていただきます。全部で４点あ

ります。 

 １点目、２５２ページ、款１総務費、項

１総務管理費、目１一般管理費、大阪府地

域医療介護総合確保基金事業につきまし

て、予算現額は３，７５８万９，０００円

計上されておりまして、備考欄に地域密着

型サービス事業所の開設準備費助成とあ

りますけれども、執行率がゼロ円となって

います。予定していた事業内容と執行率が

ゼロ円の理由について、お聞かせください。 

 ２点目に２５６ページ、款３地域支援事

業費、項１介護予防事業費、目１一次予防

事業費、地域介護予防活動支援事業に関し

まして、予算現額１２９万８，５５４円に

対しまして決算額が８６万３，８５４円で、

執行率が６６．５％と低い状況です。 

 参考に平成２７年度は、４９．４％とさ

らに低い状況でありまして、昨年の議事録、

答弁を見ていますと、介護予防には力を入

れていきたいというふうなコメントがあ

りましたけれども、執行率が低い理由と、

その取り組みに関してお聞かせいただき

たいと思います。 

 ３番目、２５８ページ、目３総合事業費

清算金、介護予防・生活支援サービス事業

としまして、予算額２０万円上げられてお

りますけれども、これも執行率がゼロ円と

なっております。 

 これも参考に、平成２７年度決算は今と

同じくゼロ円となっていまして、平成２８

年度は介護予防・生活支援サービス事業が

始まっていない状況にもかかわらず、予算

は計上されていると。その理由につきまし

てと、あと執行率がゼロ円の理由ですね、

２点お聞かせください。 

 ４番目、同じく２５８ページですけれど

も、項２包括的支援事業・任意事業費、目

２任意地域支援事業費、高齢者権利擁護事

業におきまして、予算額２５２万７，００

０円に対しまして、決算額は７５万５，１

７１円と、これまた執行率が２９．９％で

非常に低いということで、参考に平成２７

年度を見ますと３０．５％と同じく低い状

況です。 

 そこの項目でも、一つは高齢者虐待専門

職チーム委託料、もう一つは成年後見制度

利用助成費が極端に低い執行率というふ

うになっておりますので、事業の内容と執

行率が低い理由につきまして、以上４点お

聞かせください。 

 よろしくお願いします。 

○増永和起委員長 吉田保健福祉部参事。 

○吉田保健福祉部参事 それでは、光好委

員の４点のご質問についてお答えさせて
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いただきます。 

 まず、決算概要の２５２ページ、大阪府

地域医療介護総合確保基金事業補助金の

執行率がゼロの理由ということでござい

ますが、まずこの基金の補助金でございま

すが、地域包括ケアシステムの構築のため

に、地域密着型サービスの拠点としての介

護施設等の整備を行うものに対して、市が

補助する制度でございまして、その促進と

いうことが目的の補助金でございます。 

 この基金に関しましては、各都道府県に

設置された基金でございまして、国が３分

の２、府が３分の１を負担する制度でござ

います。 

 本市の介護保険事業計画では、平成２８

年度に関しまして、整備予定として地域密

着型特別養護老人ホーム及び看護小規模

多機能型居宅介護の整備を計画しており

ます。 

 そのための開設の補助金ということで、

平成２８年度、予算計上させていただいて

おるんですけれども、その準備のために前

年度の平成２７年１０月から、事業所の公

募をホームページ等でさせていただいて

おります。 

 その中で、説明会を平成２７年１０月２

６日に実施させていただきまして、市内の

事業所が相談に来られていた状況でござ

います。 

 それで平成２８年度の準備ということ

でございますので、平成２７年１２月１４

日から１８日に、地域密着型特別養護老人

ホームの公募をさせていただいた結果、地

域密着型特別養護老人ホームに関しまし

て、残念ながら公募はございませんでした

が、看護小規模多機能型居宅介護に関しま

しては１者応募がございまして、この公募

に関しての申し込みを受領した経過がご

ざいます。 

 この事業所に関しまして、平成２８年３

月２３日に地域密着型サービス運営委員

会というところで、この施設整備について

審議させていただいて、一定進めるという

ことで、内諾のほうを３月３０日に事業所

のほうに送っております。 

 それでその審議の中では、その施設建設

予定地に関しまして、事業所の方は建物を

借りられる形で運営するという予定をし

ておりまして、実際その建物に関しまして

は住まわれている方がおられたんですけ

れども、その建物所有者の方と事業所の話

では、自分の建物、ほかにもありますので、

その住んでいる方に関しては、移っていた

だく予定をして、期限どおりにできますよ

というような報告を受けておりましたの

で、審議をさせていただいて、整備を進め

るという内諾の通知を出させていただい

たんですけれども、実際建設に当たって進

める中で、期日までにその住まれている方

が移れないというようなお話になってき

て、そこで当初の建設予定地ではつくれな

いと。 

 それで市内のほかの場所にも事業所の

方が当たられたんですけれども、結果的に

場所の確保ができなかったということで、

平成２８年８月１日に事業所から取り下

げの書類が提出されました。 

 担当課といたしましても、建設予定をし

ておりましたので、早速募集を平成２８年

８月１２日から２６日までの間させてい

ただいたんですけれども、残念ながら公募

をさせていただいたけれども応募がない

というような結果に至っております。 

 それでこの補助金に関しましては、１年

間で建てるという前提の補助金でござい

ますので、この年度中に建てていただかな
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いと、結局、場合によっては返すというよ

うなことも起こり得ますので、平成２８年

８月末から考えますと、建設の許可や建設

の期間等考えますと、平成２８年度中に整

備して看護小規模多機能型介護事業所や

地域密着型特別養護老人ホームが開設す

るのは困難ということで、この補助金に関

しての開設が難しいということで、補助金

の執行に至らなかったというような経過

でございます。 

 決算概要の２５６ページ、地域介護予防

活動支援事業でございますが、前年度に関

しましても、介護予防を進めていきたいと

いうことでお話をさせていただいたんで

すけれども、その執行率が低い主な理由で

ございますが、主に地域介護予防活動支援

事業に関しましては、介護予防に取り組む

地域活動組織に関しての活動支援として、

主に三つの事業をやっていただいており

ます。 

 一つ目としまして、健康づくりグループ

の定例的な開催や支援、市独自の体操の普

及などの活動をしていただいています、健

康づくりリーダーの会である、いきいき体

操の会に委託料として３０万円委託して

おりまして、その執行率に関しましては１

００％執行させていただいておる状況で

す。 

 二つ目の事業といたしましては、高齢者

の方の体力測定をきっかけに、介護予防に

つなげていただくという趣旨で、摂津市の

老人クラブ連合会に高齢者の体力測定を

委託しておりまして、老人クラブの方を中

心に高齢者の方々の体力測定を年２回、市

内４か所で実施させていただいておりま

す。 

 その委託料に関しましては２０万円で、

執行額は１８万８００円ということで、執

行率に関しては９０．４％というような内

容でございます。 

 ３点目といたしまして、平成２７年度か

らつどい場のモデル事業としてさせてい

ただいております事業で、平成２８年度も

引き続きそこの市民団体のほうでつどい

場のほうをしていただくということで、モ

デル事業を平成２７年度にさせていただ

いたこともございますので、当初平成２８

年度になれば３か所ぐらいは拡大してい

けるのではないかなということで、予算計

上させていただいておりまして、５８万５，

０００円という予算のほうを計上させて

いただいておりました。 

 ただ結果的には、なかなか１か所を運営

していくのがやっとだということで、当初

はそこの団体のほうが別のところに、ある

程度軌道に乗ったら移っていくというイ

メージを持っておったんですけれども、安

易に平成２８年度に別のところをやって

いただいて、今やっているところもうまく

いかなかったということになってしまう

のもまずいということで、１か所を続けて

いただいて、今第４１集会所で平成２８年

度はしていただいております。 

 その執行のほうが１９万４，５００円と

いうことでございまして、その執行率のほ

うが３３．２％ということで、執行率の低

い原因となっておる状況でございます。 

 なかなかやはり、平成２８年度、担い手

の育成をする中で拡大できるのではない

のかなということで思っておったんです

けれども、そこのところの担い手の育成と

いうのが難しいということでございまし

て、平成２９年度に関しましては、もう少

し違う形で公募させていただいて、ＮＰＯ

や社会福祉法人などが担っている形で、現

在は５か所していただいておる状況でご
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ざいます。 

 続きまして３点目として、介護予防・生

活支援サービス事業の執行率に関して、平

成２７年度もゼロ円で平成２８年度もゼ

ロ円ということでございますが、この介護

予防・生活支援サービス事業というのは、

新しい介護予防日常生活支援事業、総合事

業の事業負担でございます。 

 ただ、本市では平成２９年度から実施す

るのに、なぜ平成２８年度にということで

ございますが、平成２７年度から総合事業

をしている市町村もございますので、他市

の住所地特例施設に入所されています摂

津市の被保険者の方が総合事業を利用し

た場合に、市としてその総合事業の負担を

する必要がございますので、準備させてい

ただいておったという負担金でございま

す。 

 ただ実際、平成２８年度に関しましても

予算計上としてはさせてはいただいてお

ったんですけれども、利用者が結果として

ございませんでしたので、執行率がゼロと

いうような内容になっておる状況でござ

います。 

 続きまして４点目としまして、決算概要

２５８ページの、高齢者権利擁護事業の執

行率が２９．９％と低い理由でございます

が、この高齢者権利擁護事業に関しまして

は、高齢者の虐待や権利擁護に関する相談、

成年後見制度の市長申し立てや利用支援

などを行う事業でございます。 

 特にこの幾つかございます事業のうち、

執行率が低くなっております、委員がご指

摘の高齢者虐待対応専門職チーム委託料

でございますが、大阪府が実施しておりま

す事業でございまして、虐待対応に関して

の法的助言や福祉的助言ができる弁護士

の方や社会福祉士の方からなる、高齢者の

虐待対応専門チームを派遣する事業でご

ざいますので、平成２８年度に関しては、

そういう専門的な非常に重篤なケースま

での対応がございませんでしたので、派遣

の必要がなかったということで、執行はし

ていない状況でございます。 

 続きまして、この成年後見制度利用助成

費ということでございますが、これは成年

後見制度の費用を負担する制度でござい

まして、その前の手数料とも関係すること

でございますので、市長申し立てをするた

めの手数料として、鑑定料や診断書料を最

大お一人、場合によっては１０万円ぐらい

鑑定料がする場合もございますので、１１

万円を計上させていただいて、５名分５５

万円というふうに計上させていただいて

おります。 

 ただ実際、そこまでの鑑定料が必要だっ

た方というのはおられず、かつ利用された

方が１名ということで、３万５，４０２円

という執行率でございましたので、手数料

としての執行率が非常に低い、６．４％と

いうことが低い理由の一つとなっており

ます。 

 それと同時に、こういうふうに市長申し

立てで行った方に関して、費用負担がなか

なかできない方に関しまして、成年後見制

度、専門職の方ですね、弁護士の方とか司

法書士の方、社会福祉士の方の費用の助成

をする制度でございまして、その助成のた

めの金額のほうが、実際予算的には１６１

万４，０００円を計上させていただいてお

ったんですけれども、利用に至った方が３

名のみということで、執行率が４２万４，

６４９円ということで、執行率２６．３％

ということでございますので、これも執行

率が低い理由ということになっておりま

す。 
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 ただ平成２８年度は、市長申し立ての後

見の申し立てに関しましては８件ござい

まして、必ずしも申し立てが少なかったと

いうわけではございません。ただ結果的に

必要でない方が多くて執行率が低くなっ

たというふうに考えています。 

 どのような方が後見申し立てや虐待相

談ということはなかなか、年度前にわから

ない状況でございますので、予算の見込み

ということは難しい部分もございますが、

ただ状況も見ながら、しっかりと予算計上

していきたいと思っておりますので、執行

率というものが低い理由に関しましては、

適切な予算計上に努めるという形で進め

たいと思っております。 

○増永和起委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 では２回目ということ

で、まず１点目の地域密着型サービス事業

につきまして、ご丁寧な答弁ありがとうご

ざいました。募集をかけましたがなかった

とか、あるいは場所がうまくなかったとい

うことで、状況を理解いたしました。 

 平成２９年度は、２億２，２６０万６，

０００円ですか、さらに高額な予算という

ことで計上されていると認識しておりま

すので、今回のようなことがないように、

ぜひ執行率を上げていただきたいという

ふうに考えております。要望とさせていた

だきます。 

 二つ目に、地域介護予防活動支援事業に

つきまして、ご答弁ありがとうございます。

執行率の低い主な理由がつどい場ですね、

平成２７年度に引き続いて平成２８年度

は３か所の計画が１か所であったという

ことで理解いたしました。 

 ちなみに平成２９年度は５か所対策さ

れているということで広がってきている

かと思いますけれども、当初は１０か所開

催を想定していたと、私、認識しておりま

す。これも担える団体が少なかったという

ことで、地域の活動組織の方々がうまく活

用、連携しながらぜひ力を入れていってい

ただきたいなと考えております。これも要

望で終わらせていただきます。 

 三つ目に、介護予防・生活支援サービス

事業についてご答弁いただきまして、おお

むね理解いたしました。ご答弁にもありま

したように、平成２９年度から介護予防・

生活支援サービスが始まりますので、執行

率ゼロ％ということはないかと思います

けれども、ぜひ計画どおりに、確実に執行

していただきますように、よろしくお願い

いたします。これも要望として終わらせて

いただきます。 

 最後、２５８ページ、高齢者権利擁護事

業につきまして、これもご丁寧なご答弁あ

りがとうございます。なかなか聞いていて、

執行率が低いということはいたし方ない

部分もあろうかとは思いますけれども、大

幅な差異が生じるのも問題かと存じます

ので、ぜひ予算額立案の際は精査いただき

まして、しっかりと執行していただきます

ように、これも要望として終わらせていた

だきます。 

○増永和起委員長 光好委員の質問が終

わりました。 

 ほかにありますか。 

 南野委員。 

○南野直司委員 まず１点目です。決算概

要２５２ページであります。要介護認定調

査事業、決算額４，１０９万４，５６１円

についてであります。 

 この平成２８年度に要介護認定業務を

委託しますということでありました。事務

報告書を見ておりましても、この要介護認

定申請件数ですか、３，５９６件ありまし
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て、この事業に関しましては、関係機関と

のネットワークという観点がやはり一番

大事なのかなというふうに思います。その

辺をお聞かせいただきたいと思います。 

 ２点目です。２５６ページ、介護予防普

及啓発事業、決算額１０４万３，２１０円

です。そして関係します、先ほどもありま

したけれども、地域介護予防活動支援事業、

決算額８６万３，８５４円についてであり

ます。 

 介護予防の普及啓発、そして地域活動組

織の育成、支援ということでありますけれ

ども、せっついきいき健康づくりグループ、

あるいはつどい場、あるいははつらつ元気

でまっせ講座等々の取り組みをしていた

だいていると思います。 

 それで、摂津市独自の体操であります、

摂津みんなで体操３部作の普及啓発につ

いて、あるいはロコモティブシンドローム

予防のための体操の取り組みについて、お

聞かせをいただきたいと思います。 

 それからこれも先ほどありましたけれ

ども、２５８ページになります高齢者権利

擁護事業、決算額７５万５，１７１円につ

いてであります。 

 事務報告書を見ておりますと、１９１ペ

ージ、成年後見制度の市長申し立て８件と

いうことでありますけれども、これに関し

ましても、この成年後見制度というものを

市民の皆さん、あるいは関係機関の皆さん、

ケアマネジャー等々へ、しっかりと普及啓

発をしていくということが今後も大事で

あるのかなと思います。その取り組みにつ

いて、お聞かせいただきたいと思います。 

 それから同じく２５８ページ、介護相談

員派遣事業、決算額７３万８，７８０円に

ついてであります。「介護相談員が月に１、

２回程度、市内の入所・通所施設を２人１

組となって訪問し、介護保険サービス利用

者の相談に応じる。月１回は介護相談員連

絡会を開催し、活動報告や意見交換を行っ

ている。」ということで、１２名の方が、派

遣事業者数は２８、延べ派遣回数が２８９

件ということであります。 

 これも大事な事業であると思います。取

り組みの中身について、お聞かせいただき

たいと思います。 

○増永和起委員長 吉田保健福祉部参事。 

○吉田保健福祉部参事 それでは、南野委

員の４点のご質問についてお答えさせて

いただきます。 

 まず決算概要２５２ページの要介護認

定業務委託料の事業内容なり、この件数等

についてということかと思います。 

 まずこの委託は、平成２８年１０月から

させていただいておりまして、市民サービ

スの向上と効率的、効果的な業務の遂行を

図るという目的で、一部窓口委託、要介護

認定の委託をしておりまして、委託の内容

でございますが、介護保険業務にかかる申

請ですね、介護認定にかかる申請や、主治

医の意見書、依頼とか回収、あと介護を決

めるための認定審査会という審査会の準

備、あとは審査会の中の業務の進行補助、

その結果出た、そういう通知等の発送等の

事務が、主な内容でございます。 

 平成２８年度に限りますと、処理件数で

言いますと、平成２８年度１０月から平成

２９年度３月までの半年間ということで

ございますが、１，８３５件ということで

ございますので、年間で言いますとおおむ

ね３，５００件を超えるような、３，６０

０件ぐらいを超える、数字ということにな

るのかなというふうに考えております。 

 詳しい内訳といたしましては、半年間で

新規申請が４７４件。それで更新申請が１，
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１２１件。区分変更というものがございま

して、それが２０６件で、転入の申請等も

３４件ということで、合計１，８３５件と

いうことになっております。 

 三つ目といたしまして、介護予防の事業

に関してでございますが、まず介護予防普

及啓発事業の内容でございますが、主な内

容は、街かどデイハウス、市内に１か所ご

ざいまして、千里丘協立診療所ボランティ

アグループが主催でやっておる事業でご

ざいます。 

 その事業を運営するための補助金とし

て出させていただいている事業でござい

まして、街かどデイハウスに関しまして週

４回、主に認定を受けられていない方に関

しての介護予防をやっていただいておる

内容でございます。 

 それと平成２８年度の講座としまして、

ノルディックウオーキングということで、

まちかどフィットネス！ヘルシータウン

事業と合わせて、平成２６年度から実施さ

せていただいていた事業でございます。 

 あと介護予防普及啓発事業の決算とし

ましては、介護予防講座として保健センタ

ー及び関西大学のほうから講師をお招き

させてもらって、認知症の予防、脳トレ体

操などの講座のほうをさせていただいた

ものが、主な内容でございます。 

 続きまして、地域介護予防活動支援事業

でございますが、先ほどもちょっとお話を

させていただいた内容でございますが、主

にせっついきいき健康づくりグループで

すね、それが市内に５３グループございま

して、身近な集会所や公民館で、主につな

がりを持ちながらも自主的な健康づくり、

介護予防の活動をされております。 

 具体的な内容でございますが、それぞれ

の特徴を生かして、今、委員がお話しして

いただいた、摂津みんなで体操３部作を初

め、ラジオ体操とか脳トレ体操を取り組ん

でいただいておる状況でございます。 

 やはり個々の活動はされておるんです

けれども、全体でグループ活動ということ

で、年２回、春と秋には交流会を行ってお

ります。その中で１日、交流会の企画運営

や実行委員会の形式を兼ねて、お話させて

いただいておりまして、春は研修会を兼ね

たおしゃべり交流会、秋は日ごろの活動を

互いに発表する活動発表会ということで

行っておりまして、年々参加者はふえてお

ります。 

 それで平成２９年度に関しましては、こ

の活動発表会、６４５名に参加していただ

いておると。また平成２９年でこの１１月

にもさせていただく予定をしておる状況

でございます。 

 続きまして、はつらつ元気でまっせ講座

につきましては、介護予防の活動を地域で

展開することを目的といたしまして、６５

歳以上でかつ５人以上のグループを対象

に、講師を派遣させていただいておる事業

でございます。 

 本事業に関しましては、摂津みんなで体

操３部作の指導を初め、栄養指導や口腔ケ

ア、介護予防に関する知識の普及を考えて、

講座終了後も継続した活動ができるよう、

先ほどもお話しさせていただいた健康づ

くりグループへの加入等の支援を行って

おります。 

 平成２８年度につきましては、市内６か

所で開催させていただいておりまして、利

用延べ人数で４３２名の方が参加され、現

在も活動を続けて実施されているという

ふうな状況でございます。 

 続きまして、つどい場につきましては、

６５歳以上の方ではどなたでも参加でき
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て、週１回気軽にお茶を飲みながら介護予

防に取り組んでいただく居場所づくりと

いうふうなことで、集会所のほうを利用さ

せていただいております。 

 先ほど少しお話しさせていただきまし

たが、平成２７年度秋より市内１か所でモ

デル事業としてさせていただいておりま

して、引き続き平成２８年度に関しまして

も、残念ながら今１か所ということですけ

れども、４９回の実施、延べ４８７名の方

の参加をいただいておる事業でございま

す。 

 今年度に関しましては５か所させてい

ただいておるということで、いずれの事業

に関しましても、市民の方が主体で介護予

防、健康づくりということに取り組んでい

ることをお手伝いさせていただいている

事業というふうに考えておる内容でござ

います。 

 続きまして、高齢者権利擁護事業、特に

成年後見制度に関しまして、利用のほうを、

どのような形で普及啓発しておるのかと

いうことでございますが、市のほうが主に

かかわらせていただいている成年後見制

度のほうは、市長申し立ての制度が主な内

容でございます。 

 成年後見制度の申し立ては、ご本人もし

くは一般的には４親等以内と言いながら

２親等ですね、そのご家族の方が申し立て

るという方法もございますので、その申し

立てのほうができる方の場合は、包括支援

センター等が中心になって支援をしてお

るということでございます。 

 ただなかなかそういう方がおられない

場合、市長申し立てということで申し立て

をさせていただいておりまして、平成２８

年度に関しましては８件ということでさ

せていただいております。 

 成年後見制度の普及のために、啓発の講

座等が包括支援センターだけではなく、各

府内のそういう福祉団体等も講演等をし

ておりまして、一定周知のほうは高齢者の

方に関しましては進んでおるのではない

のかなというふうには考えておりますが、

なかなか後見制度を金銭管理の部分とい

うことでお考えの方も多ございまして、な

かなか権利擁護の部分までにはご利用に

なっていないというような状況でござい

ますので、制度の趣旨も考えながら、市と

しては市長申し立てが主になってござい

ますが、必要性に関して事業所等に促す等

していけたらなというふうに考えておる

状況でございます。 

 引き続きまして４点目としまして、介護

相談員派遣事業に関してですが、平成１４

年度にスタートさせていただいておりま

して、お話がありましたように、介護サー

ビスの利用者の方から介護サービスに関

する疑問や不安等を聞き取ったり、サービ

スの事業所、あと市のほうに問題解決のお

手伝いのほうをいただけるという制度で

ございまして、今お話がありましたように

現在１２名の方が市の委嘱を受けて活動

させていただいております。 

 活動の具体的な内容でございますが、２

名１組で大体４軒から６軒の事業所のほ

うを担当いただいておりまして、おおむね

事業所に関しまして１か月から３か月に

１回訪問していただき、直接事業者の方の

お話を聞いていただいております。 

 ご利用の方のお声のほうを事業所にお

伝えしたり、場合によってはご要望に対応

いただいたケースなどもございまして、事

業所の方にとってもやはりなかなか直接

聞けない内容が聞けたりとか、あと事業所

に関しての思いみたいな、非常にありがた
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いというようなお話とかも、市のほうにも

介護相談員からの報告書をいただいてお

って、その施設の状況なんかも非常にわか

るというような内容でございます。 

 本市といたしましても、この介護相談員

派遣事業ですね、引き続き事業所や利用者

の方をつなぐ制度でございますので、いろ

いろと支援していけたらなというふうに

考えておる状況でございます。 

○増永和起委員長 南野委員。 

○南野直司委員 答弁いただきました。あ

りがとうございます。 

 １点目の要介護認定調査事業につきま

して、平成２８年度は１０月からされたと

いうことで、業務委託をされて窓口も１階

のところにありますけれども、私はやはり

大事だと思ったのは、高齢介護課、あるい

は地域包括支援センター等々との連携と

いいますか、ネットワークが大事なのかな

と思いまして、１回目で聞かせていただい

たんです。 

 その部分ですね、どのようにこの平成２

９年に合わせてネットワークをとってい

ただいているのかということを、またお聞

かせいただきたいと思います。 

 それからせっついきいき健康づくりグ

ループ、あるいはつどい場、はつらつ元気

でまっせ講座等の介護予防の普及啓発

等々の取り組みについて、ご答弁いただき

ました。ご丁寧にありがとうございます。 

 地区市民体育祭とか行きますと、お昼休

みにみんなで体操したり、普及啓発してい

ただいているなというふうに思っていま

す。ここでちょっと、全小学校区ですかね、

皆さんでやられているのかどうか等々、も

しわかればお聞かせいただきたいのと、ま

た新たにロコモティブシンドローム予防

のために、体操の取り組みなんかもちょっ

と考えておられるのかなと思いまして先

ほど聞かせてもらったんです。もしわかり

ましたら２回目でお聞かせいただきたい

なと思います。 

 それから３点目の高齢者権利擁護事業

に関しまして、成年後見制度の観点からご

答弁いただきました。わかりました。 

 この事業に関しましては、一つは成年後

見ということもあると思うんですけれど

も、もう一つはやはり大事なのは、高齢者

の方への虐待あるいは閉じこもり、それか

ら孤立死の防止という観点から、すごく大

事な事業だと思いますので、どうか引き続

き取り組みをよろしくお願いします。これ

は要望としておきます。 

 それから、４点目の介護相談員派遣事業

につきまして、ご答弁いただきました。わ

かりました。 

 これも重要な事業だと思います。利用者

の方の疑問や不満あるいは不安などの声

を聞いて、事業者に橋渡しすることで苦情

に至る事態を未然に防ぐとともに、改善の

途を探ることによって介護サービスの質

の向上を目指していきますという取り組

みであります。 

 １２名の方で実施していただいている

と思いますけれども、今後いわゆる相談員

の方の担い手不足とか、いろいろ問題点や

課題等々あると思いますけれども、しっか

りと事業を進めていただきますようよろ

しくお願いします。これも要望としておき

ます。 

 以上で２回目、終わります。 

○増永和起委員長 吉田保健福祉部参事。 

○吉田保健福祉部参事 それでは、南野委

員の２回目のご質問について、お答えさせ

ていただきます。 

 この委託に当たって関係機関への連携
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ということでございますが、多分主に関係

するのはケアマネジャーあたりの関係と、

認定審査会等の委員の方になっていただ

いている三師会等の先生方なのかなとい

うふうに思っております。 

 業務内容に関しましては、引き継ぎ等も

させていただいて、ひと月の引き継ぎ期間

でしっかりとさせていただいておりまし

て、かつまずケアマネジャーのほうには一

定、ケアマネジャーの連絡会等もございま

すので、周知のほうをさせていただいてお

りました。 

 また、委員になっていただいている先生

に関しましては、定期的な研修や委員に事

前の説明を市のほうからさせていただい

ておりまして、特にご案内に関しての文章

も送らせていただいておりましたので、特

に混乱というふうなことはございません

でした。 

 市のほうの受付から、場所もそれほど変

わっておるということではございません

ので、平成２８年１０月以降、今、結果的

には１年以上させていただいております

が、特に対応に関して何か大きな問題が起

こっておるというような認識はございま

せん。 

 ２点目といたしまして、摂津みんなで体

操３部作等が市内でされているのかとい

うことでございますが、特に高齢者の方、

たくさん健康づくりグループ等がござい

ますので、市内のいろんなところでしてい

ただいておるというふうに聞いておりま

す。 

 また、介護予防に関しまして、新たに取

り組みをさせていただく、保健福祉課で作

成しておりますロコモティブシンドロー

ムの予防体操等でございますが、今後もい

ろんな場面で利用していただくとともに、

当課でつくらせていただいた認知症予防

に関しましても、先日の介護の日で少し流

させていただいて、周知をさせていただく

ことで、この摂津みんなで体操３部作以上

に利用していただくような取り組みのほ

うを進めていきたいなというふうに考え

ております。 

○増永和起委員長 南野委員。 

○南野直司委員 要介護認定調査事業に

つきまして、ご答弁いただきました。わか

りました。 

 今後、そういう相談といいますか、申請

件数もふえてくると思います。どうか関係

機関の皆さんとネットワークをとってい

ただき、連携しながら事業の取り組みを進

めていただきますよう、要望としておきま

す。 

 次の、摂津みんなで体操３部作でありま

す。関係する観点からご答弁いただきまし

た。僕も交流会というものに参加させてい

ただきまして、コミュニティプラザのコン

ベンションホール、全てが満員になるよう

な、健康づくりに関係する皆さんが集われ

て、すごい活気にあふれていた印象があり

ます。 

 さらにこういう体操等々、普及啓発して

いただきまして、健康づくりをお願いいた

しまして、要望としておきます。 

○増永和起委員長 南野委員の質問は終

わりました。 

 ほかにありませんか。 

 弘委員。 

○弘豊委員 そうしましたら、私のほうか

らも数点、お聞きしておきたいと思います。 

 最初に、決算概要の２５２ページ、先ほ

ど光好委員のほうからもありましたけれ

ども、大阪府地域医療介護総合交付金事業

の中で、地域密着型サービス、今回は答弁



－48－ 

でもおっしゃられていたみたいに、看護小

規模多機能居宅介護の整備に向けて動い

ておられたというようなことですけれど

も、今回それが実施はされませんでしたけ

れども、やはり必要だというふうにお思い

で、今後整備に向けて動いていかれるとい

うことなのかなと、先ほどの答弁を聞いて

いたんですけれども、もう一つ介護保険事

業計画の中では、地域密着型の小規模特養、

そういうようなものについても計画とし

ては上がっていたというふうに思うんで

す。 

 その点について、整備をどうお考えなの

か、前回、一般会計の決算審査のときにニ

ーズ調査もこの平成２８年度で取り組ま

れて、というふうなことをちらっと言って

いたかなと思うんですけれども、そこらあ

たりのこととも絡めて、１点、確認のため

に聞いておきたいなと思います。 

 次に、先ほど来、南野委員からの質問で

もありましたが、同じ２５２ページの要介

護認定業務委託なんですけれども、以前は

認定給付係でやっていたのが、今年度から

はもう完全に切り分けてやられているん

ですね。 

 障害福祉課の横のところがその業務の

場所かと思うんですけれども、いろんな連

携やネットワークやというようなことも

今、質問でありましたけれども、委託で業

務を分けていることにおいては、以前も偽

装請負とかあってはならないしというこ

とがあったと思うんです。 

 そこらあたり、現場での連携、市民課窓

口でもいろいろあると思うんですけれど

も、今回１階の市民の方が来られる窓口と

いうことでは、直接その本人が要介護申請

に来るというケースは少ないんだろうと

は思うんですけれども、中にはあるという

ふうに思うんですが、そういったところ、

来られたら、いえいえ、地域包括支援セン

ターのほうにまず相談に行ってください、

というようなことになっているのか、そう

いうところについても、具体のところを聞

かせていただきたいなと思います。 

 ３点目に、決算概要の２５８ページのと

ころで、これも先ほどの質問でもあったか

と思うんですけれども、介護予防・生活支

援サービス事業、この平成２８年度は他市

の事業を受けられた場合にあるかもしれ

ないということで、予算化されていたとい

うことですが、今年度に入ってからは本市

も実施している中身があると思うんです

が、平成２８年度はその準備として、いろ

いろとこの事業の立ち上げというか、そう

いう動きがあったかと思うんです。 

 そういった中で、実際に受けられる事業

所との関係で、平成２８年度の取り組みが

どうだったのか、１点聞いておきたいとい

うふうに思います。 

 それと、これは決算概要とかからは一旦

離れますが、「摂津市の介護保険」というこ

とで、この１０月にまとめられた資料をい

ただいているんですけれども、その９ペー

ジ、番号９の介護サービス事業者数という

ことで、市内の介護事業所の数がそれぞれ、

どういうサービス区分で実施されておら

れるというようなことも含めて、これに一

覧が載っているんですけれども、この間、

年々事業所の数はふえていくというふう

な傾向にあります。 

 それで平成２７年度と平成２８年度を

比べたとき、事業所数としては同じ数にな

っているんですけれども、居宅介護支援が

１軒ふえて、逆に訪問介護のところが一つ

減ってというふうなことが載っています。 

 一方、通所介護のところで、平成２７年
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度は１８軒あったのが１１軒に、これは減

っていて、それは地域密着型の通所介護に

移行したというふうな、そういう説明書き

も含めてここのところに書いてあるんで

すが、この地域密着型通所介護、従来の通

所介護と変わられていて、ここらあたりの

変化、去年大きく変わったのか、変わって

いないのか、そういったことも含めて、こ

この変化について、念のため聞いておきた

いと思います。 

 最後、５点目なんですけれども、これは

前回の第３回定例会のときにも、基金の積

み立てのことでちょっとお聞かせいただ

いたのですが、決算概要の２６０ページで、

介護給付費準備基金積立金８，５２０万４，

７４５円という決算額が上がっておりま

す。 

 これを積み立てることによって、全体の

この準備基金は３億円を超える額になっ

ておるわけですけれども、こういう状況、

年々積立額がふえていっているというふ

うなことについての、一定その見解という

か、これも聞いておきたいと思います。 

○増永和起委員長 吉田保健福祉部参事。 

○吉田保健福祉部参事 それでは弘委員

の５点のご質問について、お答えさせてい

ただきます。 

 まず１点目といたしまして、この大阪府

地域医療介護総合確保基金について、執行

のほうがどうなのかということと、特に小

規模特養に関してどのように考えておる

のかということでございますが、この小規

模特養に関しまして、制度のほうが地域密

着という制度、先ほど５点目の事業所のほ

うにも関係するんですけれども、市内の方

のみの対象の施設ということになってお

ります。 

 小規模特養でしたら２９人以下という

ことで、一般的には２９名の施設のほうを

つくられるということでございますが、な

かなか事業といたしましては、運営するの

は難しいのではないのかなというふうに

考えておる状況でございまして、実際、こ

の平成２９年度に関しましても、公募させ

ていただいても、事業所のほうからの応募

がないという内容になっておる状況でご

ざいます。 

 ただニーズといたしましては、一応待機

者のほうは、この平成２７年度の制度改正

が要介護３以上ということで、ちょっと減

っておる状況なんですけれども、この医療

介護の連携等から考えますと、一定やはり

ニーズはあるのではないのかなというふ

うに考えておりまして、この施設、小規模

特養に関しましては必要な施設というふ

うに認識しておる状況でございます。 

 それで前年度も決算のときにご質問が

ございまして、お答えさせていただいてい

るように、この第７期せっつ高齢者かがや

きプランの中で、今、安威川以北のほうに

限ってさせていただく整備のほうをして

おりますが、やはりもう少し広い範囲で考

えていくということでないと、このままず

っとこの形でというのは難しいのではな

いのかなというふうに、考えておる状況で

ございます。 

 ２点目といたしまして、この要介護認定

業務委託に関して、どのようにしっかりと、

市民の方の相談も含めて、連携しておるの

かということでございますが、委託当初は、

１２月まで週１回のほうを担当の職員と、

定期的にミーティングのほうをさせてい

ただいております。 

 それで翌年の平成２９年度からは、２週

間に１回というような形で、状況に関しま

しては、しっかりと把握させていただいて、
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適時相談等に指示等をさせていただいて

おる状況でございます。 

 また実際に、受付事務としての内容でご

ざいますので、いろんな、包括にしっかり

とつながないといけないとか、内容をしっ

かりと聞くというような場合については、

市のほうの職員が、もう前の窓口でござい

ますので、対応させていただいて、運営さ

せていただいておる状況でございます。 

 また、定期的な審査会のほうは、市のほ

うの職員も入っていただいて、適切な運営

ができているかということも確認しなが

ら、進めさせていただいておる状況でござ

います。 

 ３点目の介護予防・生活支援サービス事

業の事業所に関して、平成２８年度はどの

ような取り組みを行ったのか、準備を行っ

たのかということでございますが、課内は

どのような形での総合事業か、法的な要綱

等の整備等を行わせていただくとともに、

私、去年の１０月からということで異動さ

せていただいて、まずは事業所の連絡会、

市内の事業所の連絡会の方のお話を、特に

総合事業にかかります通所のデイサービ

スと訪問ヘルパーのほうの事業所の方の

部会がございますので、その二つの部会の

お話を直接聞かせていただいて、実情等に

関してとか思い等に関して、聞かさせてい

ただいたような経過がございます。 

 そういう中で、各市の状況等も確認させ

ていただく中で、総合事業の組み立て、要

項等の整備とか、手続のほうを進めさせて

いただき、もちろん事業でございますので、

国の考え方等はございますが、市内の事業

所の現状も把握しながらということで、事

業所連絡会などとも定期的に話ししなが

ら平成２８年度に関しましては、総合事業

の準備のほうをさせていただいたという

ふうに認識しておる状況でございます。 

 ４点目といたしまして、この「摂津市の

介護保険」の中で、事業所が年々ふえてて

ということで、この通所の事業所が平成２

８年度、地域密着型通所介護に変わって、

どういう点が変わったのかということで

ございますが、一番大きな特徴は、１９人

以下の通所の事業所に関しましては、市内

の市民の方のみの利用しかできなくなっ

たということが一番大きな内容でござい

ます。 

 ただ、実際すぐにこの制度が変わった時

点では市外の方もおられますので、その方

に関しましては利用はできますが、その方

が例えば利用をやめられたら、市外の方の

受け入れはできないというような状況で

ございまして、なかなか運営するには少し

工夫が要るのかなというような事業でご

ざいます。 

 実際、その地域密着型の事業所に関しま

しては、ニーズでしたらそれなりにたくさ

んの方が通われておるということで、一定

あるのかなというふうに事業所の方思わ

れたようなんですけれども、実際、市外も

引き続き利用されてる方、ずっと続けて利

用すると。新規の方に関しましても必ずし

も地域密着型の通所の介護を選ぶという

わけではございませんので、なかなか運営

は難しいようでございまして、平成２９年

度に関しますと、地域密着型の通所事業所

のほうをやめられて、別な形で施設等で事

業をされておる事業所もございまして、事

業所としての運営、なかなか難しい事業で

はないのかなというふうな認識を持って

おります。 

 今までの通所の介護として一番大きな

点は、やはり市内の方しか利用できないと

いうことがその特徴ではないのかなとい
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うふうに思っております。 

 ５点目といたしまして、この基金の積み

立てで、準備金等も３億円を超える状況に

ついてどのように考えておるのかという

ことでございますが、今回、近隣北摂各市

の状況を見させていただきますと、必ずし

もこの摂津市だけが飛び抜けて基金が多

いというふうな認識はございません。 

 ただ、この基金に関しましては、やはり

保険料からいただいたお金でございます

ので、その活用に関しましてはやはり市民

の方、特に１号保険者の方にというふうに

は思っておる状況でございます。 

 この基金に関しまして、少し、一般質問

でもお話しさせていただいたように、保険

料等の軽減のほう等に使わせていただけ

たらなというふうには考えておる状況で

はございます。 

○増永和起委員長 弘委員。 

○弘豊委員 ありがとうございます。 

 ２回目、ちょっと質問させてもらいます

けれども、今答弁、吉田部参事のほうから

いろいろとしていただきました。 

 とりわけ、市民目線に立ってとか、利用

者の立場に立ってのお答え、多かったなと

思うんですけれども、今回私、問題意識持

って見てたのが、いわゆる平成２７年度に

介護報酬の改定が、この計画ができる直前

に突然のようにされましたね。それによっ

て介護事業所とかが本当に大変だという

ような声も聞いてますし、いろいろ資料や

報道とかで、全国では、もうこれ以上続け

られないなということで倒産も相次いで

いるというようなことも聞いております。 

 そういった中ですが、やはり市民にとっ

ては必要な介護の手段というか、福祉施策

をやはり確保していかないといけないと

いうことでは、そこはやはり市の責任とし

てやっていく必要があるというふうに思

っているわけで、一番最初の地域密着型サ

ービスで二つ計画していたけれども実際

一つは計画を進めてきたけれどもだめだ

ったというようなことと、もう一つはなか

なか手を挙げてくれる事業所がいなかっ

たというふうなことだと思うんです。 

 本当にこれがどうしても必要というこ

との制度だったら、市がしっかりとそれを

整備していくという立場で頑張らないと

いけないと思ってますし、それになかなか

手を挙げる事業所がいない、施設ですね、

小規模、特養。こういうのもなかなか単体

で施設をつくっても、本当に経営が大変と

いうこともあると思うんです。 

 例えば大きな施設がバックアップであ

って、それでもう一つグループホームをつ

くるときというのは、よくそういった形で

あると思うんですけれども、法人の主体の

ところがあって、そこがグループホームと

かも経営してと。小規模特養なんかでも、

そういうふうな状況に、特に地域密着型と

いうようなことで市内限定だったら、市内

にある社会福祉法人なりがやはり手を挙

げてもらわないことには、これは実現しな

いんだろうということもありますから、そ

ういうアプローチがやられているのかど

うか、ぜひ聞いておきたいと思います。 

 それと２点目の要介護認定業務の委託

料の点、実際委託している業務の中身につ

いては、言われているように読む内容どお

りに民間業者のほうで処理できるものも

あれば、イレギュラーなケースとかで、そ

こは市の職員が対応しないといけないと

いうふうな、そういうことも出てくるので

はないのかなと思っていたわけで、以前、

市民の方から認定の申請したけれども、な

かなか途中の経過があったりして、途中で
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入院したりとか、手続したけれども、それ

の答えというか、市からの通知を自宅で誰

も受け取る人がいなくてというふうなこ

とで、頓挫しちゃってるような、そういう

ケースもやはりいろいろとあると思うの

で、そういったところはきちんと市の担当

のところできちんとこれも処理できるよ

うにしていっていただきたいなというふ

うに思っております。これは答弁は結構で

す。 

 ３番目の介護予防・生活支援サービス事

業、新しい総合事業に向けてというような

ことで、これもこの間、事業所とのやりと

りがいろいろあってということですね。な

かなか新しい総合事業の分で単価とか、実

際これで幾らぐらい事業所のほうに報酬

が出るんだみたいなこととかが、そこがや

はり大きなネックになって進まないとい

うふうなことだったというふうには思う

んです。 

 この平成２８年度の準備を踏まえて、平

成２９年度は従来どおりのサービスは希

望する人に受けられますよということで、

そこを確保するに至っては、やはりそこで

そういう報酬の手だてというふうなこと

も一定いったというふうに思うんですが、

そこらあたりのやりとりのところをちょ

っともう一遍お聞かせいただけたらなと

いうふうに思います。 

 それから４番目聞かせていただきまし

た。通所介護の施設、これ、地域密着型の

通所介護になってというふうなことで、市

民の皆さんにとっては市内限定というこ

との、そういうのではこれまでの市民の方

は通所に通われるのにそんなに差はない

というふうなことですが、事業所では今言

われたみたいに、制度が変わることによっ

て他市からの受け入れができないとか、ま

た運営面でやはりもとの通所介護のほう

に戻ったほうがいいのかみたいな、そうい

うことを考えられておられるんですね。 

 そういった意味では制度がいろいろと

変わることがある中で、本当にやってる事

業所がそこで続けていけるのか、また撤退

を考えるのかとか、そういったことも出て

くるかと思うんですが、そこらあたりの点

では平成２７年度、平成２８年度の間で変

化がなかったのか。その辺、もう一度聞い

ておきたいと思います。 

 それから、最後の介護給付費準備基金積

立金のこの問題で、摂津市が飛び抜けて他

市と比べて大きい積み立てになってると

いうわけではないというふうなことであ

りましたけれども、やはり使う計画があっ

て、保険料で集めてというふうな、参事の

ほうでおっしゃられてた、そのとおりだと

いうふうに思うんです。 

 やはりそこのところが今の時点ではな

かなか還元できてなくて積み上がってる

ということですから、そこのところはしっ

かりと今後の活用といいますか、もちろん、

ばらまいたらいいわけではないです。今後

また第７期せっつ高齢者かがやきプラン

の計画をつくっていく段階で、きちんとこ

のところは還元していくことを求めてお

きたいというふうに思います。 

 お願いいたします。 

○増永和起委員長 吉田部参事。 

○吉田保健福祉部参事 それでは弘委員

の３点のご質問についてお答えさせてい

ただきたいと思います。 

 １点目の小規模特養について、市内の社

会福祉法人に特に市として働きかけてお

るのかというような内容でございますが、

特に直接理事者の方にお会いしてお話し

してるというようなことはございません。
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ただ、こういう状況で困ってますというこ

とは市内の法人の方には話題にはさせて

いただいておりますが、なかなか市内の法

人の方も、経営のいろんな状況とか、制度

改正非常に早いということもございまし

て、いろいろなご判断をされておるのかな

ということでございます。 

 ２点目の介護保険の総合事業の立ち上

げに関して、事業所と特に介護報酬のこと

に関してのやりとりについて、どんなふう

なことがあったのかというお話でござい

ますが、この介護報酬、総合事業の少し大

きな仕組みといたしまして簡単にご説明

させていただきますと、国のほうは要支援

１、２の利用のサービスの上限を一定縛る

制度でございまして、その上限が特に後期

高齢の伸び率内でないと負担がなかなか

市としてできないという仕組みになって

おります。 

 この平成２９年度に関しまして試算さ

せていただくと、一定上限がこの介護報酬

現行をさせていただいてもできるのでは

ないのかなというような一定判断もござ

いましたし、万一超えた場合、基金の一定

利用ということも何とかできるというふ

うなお話も府のほうから聞いておりまし

たので、まずは地域移行のほうを優先する

と。特に近隣各市の状況を見させていただ

きますと、平成２９年度に実施のところは

現行どおりというところも多うございま

したので、平成２９年度に関しましては、

まず現行で地域移行を中心にさせていた

だくという形でさせていただいた経過で

ございます。 

 その中で制度としてどういう形の総合

事業がいいのか。特に多様なサービスのあ

り方等に関しましても、近隣の状況等を考

えながら進めていくと。多様なサービスの

考え方に関しましては、専門職の方は専門

的なお仕事をしていただくということと、

ある程度地域で担える部分は担っていく。

それをどういう形で地域と一緒につくっ

ていくのかということが大きな課題の事

業だろうということで、事業所のほうには

お話しさせていただいたり、事業所として

特徴を出していただくようなお話をさせ

ていただいたりしたような経過がござい

ます。 

 ３点目といたしまして、この事業所に関

しての変化があったのかということでご

ざいますが、実際その地域密着型の通所介

護に関しましては、ここでは平成２８年度、

７事業所ということでございますが、先ほ

ども少しお話しさせていただいたように、

この事業ではやっていけないのではない

のかなというふうにお考えになって廃止

という方、事業をやめられたという事業所

が２か所ございます。 

 ご相談があって、その利用者の方に関し

ましては適切にほかの事業所のほうに移

っていただいたりというふうにさせてい

ただいたような経緯がございまして、制度

としまして結果的にはかわられたという

ような、その中で前もって事業所と相談し

ながらさせていただいております。内容も

聞きながらさせていただいておりますの

で、特に大きな混乱があったということは

聞いてはおりませんが、なかなか運営がそ

の中で難しい事業やなというようなお話

は聞いております。 

○増永和起委員長 弘委員。 

○弘豊委員 この介護保険、今回はとりわ

け、先ほども言いました介護事業所にやは

り大きな影響がある、この可能性と改定が

あってというふうな、そういうことでちょ

っと絞って聞いていこうかなと思って今
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みたいな質問になったんですけれども。や

はり使い勝手の悪い、地域にとってはそう

いう制度に今なってしまっているという、

そういう担当課としても意識があるよう

でしたら、やはりこれはいろいろと要望項

目としても上げていって、改善していかな

いといけないというふうに私は思ってお

ります。 

 この介護保険制度が始まってからよく

言われることがあって、保険料はとられる

けれども、なかなか使えるサービスがない

みたいな、そういう状況にやはりしてはな

らないということだと思うわけでありま

す。 

 その事業所のこれまでの推移なんかを

見てきたら、摂津市としては頑張っていろ

いろとその配慮もして、事業所に何回も声

も聞いてというような取り組みがされて

きてると、そういう認識は私も持っておる

ところですけれども、ただよそでは、もっ

と介護事業所の倒産とかが相次いでいる

みたいな、そういう報道がされるじゃない

ですか。摂津市でも大丈夫かなと、それは

やはり思うわけで、そこらあたりの点につ

いて、引き続きしっかりと取り組んでいっ

ていただきたいなというふうに思ってお

ります。 

 一つ一つのところについては結構です

ので、私のほうからは以上としておきたい

と思います。 

○増永和起委員長 弘委員の質問が終わ

りました。 

 ほかにありますか。 

 森西委員。 

○森西正委員 それでは、概要の２５２ペ

ージで、まず地域介護・福祉空間整備事業

ですけれども、この交付金が当初がなくて、

補正であって、決算があって、残額が９３

万６，０００円ということで執行率６６．

３％ということです。これ、施設等整備事

業及び介護ロボット等導入支援事業とい

うことでありますけれども、この中身に関

してお聞きをしたいというふうに思いま

す。 

 続いてその下ですけれども、大阪府地域

医療介護総合確保基金事業です。先ほどか

らも質問がございますけれども、地域密着

型サービス事業所の開設準備費の助成と

いうことで、賃貸でされようというところ

が、結局そこをお住まいの方が出られなく

て、平成２８年度中に事業が進められない

から断念をされたというところですけれ

ども、小規模特養の話がございました。安

威川以北だけでなくというような、先ほど

ご答弁あったんですけれども、まず基本は

やはり運営するところは自分のところが

自分の用地、建物でもってまず運営をして

いくというのが基本だと思います。 

 例えば賃貸でありますと、運営して、そ

したら運営したけども、そこの持ち主の建

物が何らかのことで、例えばそこを出てほ

しいというふうに言われたときに、そこの

利用されてる方が今度困るわけでござい

ますから、やはりその点は運営をされると

ころが自分の土地建物で運営をしていく

というのが、私は本来だと思うんです。安

威川以北でということで、弘委員も話はさ

れてたんですけども、市内の社会福祉法人

にそういうふうな話をされたかというと、

具体的な話はされてないということであ

りました。 

 だから、これは以前から小規模特養とか

は募集をかけて、応募は出られなかったと

いうような状況であります。これはもう長

年ですから。そうすると、例えば市として

は安威川以北に必要であるということで
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あれば、それは民間の事業者に、その用地

建物を確保して、小規模の事業所サービス

をしてくださいというのであれば、数年か

けてやってて募集かけても出てこないわ

けですから、それは市で何らかの用地を提

供していかなあかんのか。そういうふうな

部分は考えていかなあかんと思うんです

よ。それを例えば市の中で安威川以北で提

供しないんやったら、安威川以北にという

ことにやはりなってくると思います。 

 でも市内の方が、家族が例えば鳥飼にい

て千里丘、正雀まで行くのと、例えば安威

川以北の方が安威川以南、鳥飼等、やはり

そこに見に行く場合でも、市内であっても

やはり距離がありますから、やはり身近な

というふうな部分をやはり進めていかな

あかんのかなと。 

 民間の社会福祉法人の中でも例えば特

養があって、そこに家族の方が見に行くと

いうような方であれば、もし夫婦であれば、

それなりの同じような年齢の方ですから、

その方が仮に安威川以北の方が安威川以

南のところに行くので大変やというてる

わけです。だからそういうふうなことを解

消するためには、やはり安威川以北でもそ

れは必要だろうというふうには思うんで

す。その点、お答えをいただけたらという

ふうに思います。 

 一般事務事業の中で介護保険システム

改修委託料の件です。予算が２３７万２，

０００円で、決算額が１２５万２，８００

円で、残額が１１１万９，２００円と出て

ますけれども、この残額が多い部分に関し

て、お聞かせいただきたいと思います。 

 その下の、先ほども他の委員からも質問

がありましたけども、要介護認定事業です。

あわせて要介護認定調査事業ですけども、

その中に手数料という部分があるのと、認

定調査委託料という部分があるのと、要介

護認定業務委託料という部分があります。

その業務の違いを教えていただきたいと

いうふうに思います。 

○増永和起委員長 吉田部参事。 

○吉田保健福祉部参事 それでは、森西委

員の４点のご質問についてお答えさせて

いただきたいと思います。 

 まず、１点目の地域介護福祉空間整備事

業に関しましては、委員もお話あったよう

に、介護ロボットの導入の事業でございま

して、スプリンクラーの整備なども行う、

国の補助の事業でございます。 

 介護ロボットとして補助金のほうが出

るということで、市内の介護施設のほうか

ら３施設から応募をいただいたという内

容でございまして、介護施設でございます

ので、利用者の方の車椅子やベッドの乗り

移りの補助とか、見守りのほうの施設の機

器の利用ということで、一定、当初は非常

に高額の部分もいいというようなお話で、

上限３００万円まで補助するようなお話

で、この基金、あったんですけども、非常

に応募が多うございまして、実際に補助す

る上限が、当初の募集では３００万円とい

いながら、結果的には多かったということ

で、上限が９２万７，０００円ということ

で、３分の１以下という補助の状況になっ

ておりました。 

 その結果、市内の事業所のほうが非常に

当初予定していた部分に関しまして、自己

負担が多く出るということもございまし

て、４事業者３法人から応募がございまし

たが、２事業所１法人が申請を取り下げら

れたということで、執行率のほうが６６．

３％というような内容になっておる状況

でございます。 

 ２点目といたしまして、小規模特養、多
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分、第５期せっつ高齢者かがやきプランか

らずっと言われておる内容で、安威川以北

ということで何とかするんでしたら、本来、

土地建物をというお話かとは思うんです

けれども、今の介護保険の補助等、仕組み

等を考えますと、一定社会福祉法人等でそ

こにこういう国の補助金、府なり補助金等

を補助する形をとっておるということで、

あと、小規模特養に関しまして、もちろん

地域密着型ということで身近なところで

のサービスを考えておる施設ではござい

ますが、市の規模等を考えますと、もちろ

ん日常生活圏域、安威川以南、安威川以北

で分けておりますので、その中で安威川以

北のほうがより身近なところで施設がで

きるのは私らももちろんいいとは思って

おるんですけれども、まずは広域で市全体

で考えさせていただくということのほう

が、より施設としての形態は、今の国の状

況とか、補助金の状況から、いいのではな

いかということで、まずは第７期せっつ高

齢者かがやきプランに関しましては以南

も含めた考え方でさせていただけたらな

というふうに思っております。 

 ３点目といたしまして、この介護保険シ

ステム改修委託料に関しましての、この残

額が多いということでございますが、当初、

この介護システムの改修、総合事業も含め

て、この平成２７年度のいろんな改正の実

施の内容とかが見込まれる部分を入れさ

せていただいてはおったんですけれども、

一定、国からの補助に関しまして、この内

容に関して、平成２９年度の予算計上、シ

ステム改修をすることで補助が出ると。平

成２８年度には出さない部分もあるとい

うような内容がございましたので、あえて

システム改修のほうを執行せず、平成２９

年度の予算のほうで執行していくという

ような内容がございましたので、この残額

が残っておる状況でございます。 

 要介護認定調査事業のこの内容でござ

いますが、この認定調査の手数料に関しま

しては、審査会で主治医の先生のほうに意

見書を書いていただく、その意見書の作成

手数料でございます。 

 認定調査委託料に関しましては、主に保

健センターや介護の事業所のほうに認定

調査をしていただく場合の認定調査の調

査費用に関しての委託料でございます。 

 要介護認定業務委託料に関しましては、

今お話ありましたように、高齢介護課のほ

うの通路挟んで前のところ、障害福祉課の

隣のところの要介護認定の業務の窓口委

託等の業務していただいている部分の委

託料という内容でございます。 

○増永和起委員長 森西委員。 

○森西正委員 要介護認定調査事業の部

分と介護保険システム改修委託料の件に

ついては、わかりましたので。 

 地域介護・福祉空間整備事業ですけれど

も、これは平成２８年度だけなのか、これ

からも引き続いて出てくるものなのか。ロ

ボットということですから、ＡＩとかいう

ようなこともありますから、これから将来

の、恐らく普及されるようなことだという

ふうに思いますけれども、仮に平成２８年

度だけということであったときに、これか

ら市としてそういうふうな部分の介護事

業に対してのロボットとかをどういうふ

うに考えているのか、お聞かせいただきた

いと思います。 

 先ほどの地域密着の件ですけれども、第

７期せっつ高齢者かがやきプラン、今は安

威川以南にもというようなそういうふう

な考えだということでありますけれども、

安威川以南には老健、特養、小規模の施設
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が複数、何か所かございます。安威川以北

は考えると、老健、特養考えると、２か所

だけですか。そう考えるとその安威川以北

と安威川以南というふうなことで、地域で

見ると、やはり安威川以北に必要なのかな

というふうには思います。なかなかこれ、

難しいところだというふうに思いますけ

れども、何とか安威川以北にやはりつくる

ような、もう少しご努力をしていただきた

いというふうに思います。 

 施設といいますか、サービス全体の話で

すけれども、居宅介護と地域密着型サービ

ス、施設サービスというふうなところで、

施設のサービスで以前に聞いていたのが、

三島圏域の中で例えば特養でしたら、三島

圏域全体では待機はないんだと。だから仮

に摂津市の中で待機があったとしても、新

しく特養を設置をしないんだというよう

なご答弁だったというふうに思うんです

けども、摂津市の中で今、特養の待機者が

どのぐらいおられるのか。三島圏域でそう

いうふうな形で、待機全体ではないんだ。

だから、ただ摂津市の中では地域密着とい

う形で小規模、特養等をつくって、市内の

方のみというような形でされてるという

ふうに思うんですけども、その点教えてい

ただきたいというのと、せっつ高齢者かが

やきプランの中で摂津市ではこの施設、こ

のサービスが必要ですというふうな部分

というのはわかります。全体で介護保険サ

ービスの中で、それがそのかがやきプラン

の中で全てが記載をされてるものなのか。

別にまだそういうふうなサービスがあっ

て、かがやきプランの会議の中で出てなか

ったりとか、その記載をされてなくてかが

やきプランというのができてるのか、教え

ていただきたいと思います。 

○増永和起委員長 吉田部参事。 

○吉田保健福祉部参事 それでは、森西委

員の２点のご質問についてお答えさせて

いただきます。 

 まず、１点目としてこの地域介護・福祉

空間整備事業に関しましては、平成２８年

度のみというふうに聞いております。 

 ただ、この平成３０年度の制度改正の中

では、一定、お話あったように、ロボット

等、介護人材がなかなか充足しない部分も

ございますので、ロボット等の導入の話も

一定配慮するのではないのかなというふ

うには考えておる状況でございますので、

この平成３０年度の介護保険のですね、制

度改正についてはしっかり見ていきたい

なということで、介護の人材との関係がご

ざいますので、私は一定必要性がある事業

ではないかなとは思いますが、だから市と

してどうこうできるのかというと難しい

部分はございますが、どういうふうにうま

くかかわっていくのかということは介護

保険の中で見ていきたいなと思っており

ます。 

 ２点目といたしまして、安威川以北のほ

うで、もちろん、私も施設の偏りがやはり

ありますので、安威川以北のほうであれば

というふうには思っておりますし、この平

成２９年度の特養の待機者が減っておる

状況はございますが、平成２９年度４月の

府内の状況の中の摂津市でございますが、

入所申込者の方は５９名の方がございま

して、必要性が高いと考えられる方は４３

名ございます。 

 平成２８年度からの状況を考えますと、

４名ほど利用者の方が、入所の待機、必要

性高い方減っておるんですけれども、一定、

人数も少なくなってきておりますし、今後

の後期高齢の状況を考えますと、施設のほ

うに関しましては必要ではないのかなと
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いうふうに思っております。 

 多分森西委員、かがやきプランの中でな

かなか整備できないサービスはというこ

とで多分おっしゃられてるのは、多分サー

ビス付高齢者住宅の課題ではないのかな

というふうに思っておりまして、なかなか

やはり在宅での考え方ということで、サー

ビスつき高齢者住宅なっておりますので、

その在宅のサービス料をなかなか制限す

るということは、見込みとかは出せるんで

すけれども難しい状況や、あと、サービス

つき高齢者住宅を建てる規制みたいなの

は市のほうではできないということでご

ざいますので、実際、適正に行われている

のかということに関しましては、在宅サー

ビスの取り扱いの中でしっかり考えてい

きたいなというふうに市としては考えて

おる状況でございます。 

 サービス全体、かがやきプランなりのサ

ービス全体として、どうするのかというこ

とに関しましては、法にある制度に関しま

して、しっかりと必要なサービスを整備し

ていくということが基本になるのではな

いのかなというふうな考え方でございま

す。 

○増永和起委員長 森西委員。 

○森西正委員 ロボットに関してはわか

りました。将来のことですからどうなるか

というのはまたアンテナを張っていただ

いて、研究をしていただけたらと思います。 

 全体の施設での介護サービスについて

ですけれども、今、サービスつき高齢者住

宅の件がありました。これは所管が国土交

通省ですから、厚生労働省ではないので、

ですから前から私も話はさせてもらって

ますけれども、要するに介護保険の知らな

いところで、結局サービスつき高齢者住宅

ができて、在宅扱いになってると。そした

らその方々の在宅のサービスをどうする

のだというようなことが、全く市としては

把握はできてないというような、そういう

ふうな問題があって、なかなか難しいとは

思いますけれども、やはりここは事前に何

らかチェックできたりとか、これはやはり

介護保険の中で、例えば介護保険の、徴収

金額といいますか、介護保険料にやはりか

かってくることですから、そしてまた計画

と、かがやきプランとか、摂津市が考えて

る計画とそれと違う想定外の部分という

のが出てきますから、事前に極力できるよ

うにお願いしたいというふうに思います。 

 それともう一点、ちょっと要望といいま

すか、市民の方からよくあるのが、特養が

かつての多床型からユニット型に進めら

れてます。金額が多床型であれば安いんで

すけれども、ユニット型であれば金額は高

くなると。高齢になると、収入から行くと

例えば年金暮らしの方がこのユニット型

に入れなくなると。ですから、待機になる

のも、結局、入りたいけれども、言うたら

金額的な部分もあると。見えないところで、

結局特養に入りたいけれども、言うたら申

し込み自身もしないという方もおられる

わけですね。だからここの数字に待機とい

うような数字があらわれない方も、はなか

ら金額の面で入所できないというような

方もおられますので、その点も、当然そう

いうふうな部分というのはもう耳にされ

てると思います。そういうふうな方もどう

いうふうにしていくのか、対応、対策して

いくのかというのも十分に考えていただ

いて質問を終わりたいというふうに思い

ます。 

○増永和起委員長 森西委員の質問が終

わりました。 

 ほかにありませんか。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○増永和起委員長 では、以上で質疑を終

わります。 

 暫時休憩します。 

（午後５時 ８分 休憩） 

（午後５時１３分 再開） 

○増永和起委員長 再開します。 

 討論に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○増永和起委員長 討論なしと認め、採決

します。 

 認定第１号所管分について、認定するこ

とに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○増永和起委員長 賛成多数。 

 よって、本件は認定すべきものと決定し

ました。 

 認定第３号について、認定することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○増永和起委員長 全員賛成。 

 よって、本件は認定すべきものと決定し

ました。 

 認定第６号について、認定することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○増永和起委員長 全員賛成。 

 よって、本件は認定すべきものと決定し

ました。 

 認定第７号について、認定することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○増永和起委員長 賛成多数。 

 よって、本件は認定すべきものと決定し

ました。 

 認定第８号について、認定することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○増永和起委員長 賛成多数。 

 よって、本件は認定すべきものと決定し

ました。 

 これで、本委員会を閉会します。 

（午後５時１４分 閉会） 
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